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ま　え　が　き

農研機構，食品総合研究所は，豊かな食生活を実現し，我が国の食料問題を解
決するために独創的な研究開発に挑戦することを役割としています。この中で，
農林水産物や食品の価値を最大限に向上させる技術の開発，多様で安全な食品を
支える技術の提供，科学的で正しい食品の情報の発信など，食品に関わる基礎か
ら応用に至る幅広い研究を行っています。

食品総合研究所では，様々な研究のうち，その時々の研究トピックスや今後の
研究開発の考え方，技術の普及材料となる研究などを分かり易く解説した「食糧」
を，年１回，刊行しています。今回の食糧 52 号は，「放射線の食品科学研究及び
米を用いた食品研究」をテーマに関連深い研究トピックスを解説いたしました。

当所の放射線の食品影響に関する研究は，2011 年 3 月 11 日の東日本大震災以
降の放射性物質の食品への影響研究と，それ以前から長く行われて来た放射線照
射食品やその検知に関する研究に大別できます。今回の食糧では，震災後ほぼ 3
年を経過した放射線物質の食品影響研究について，当初想定されていた，正確な
測定に関する問題点の解決や農産物の加工・調理における放射性物質の動態解明
などについて，一定の成果が得られたと考えられるので解説しました。また今回
の緊急事態の対応には，これまでの放射線照射研究の蓄積が大きく貢献しました
が，放射線照射研究自体についても国際的に貢献できる研究成果が得られたので
ご紹介します。一方，農林水産省を挙げて進められている米の多様な用途開発に
ついて，蛋白質のレドックス制御に関する基礎研究とグルテンフリー米粉パンへ
の応用，さらに玄米粉やごはんを用いたパン，大規模製造に向けた取り組みなど
について，時機を得た様々な成果がまとまりましたので，併せて解説いたしまし
た。

食品に係る研究者や技術者だけではなく，食に関心をお持ちの多くの方々に活
用して頂くとともに，現在の食品総合研究所の活動について少しでもご理解を戴
ければ幸いです。

　　　　　　　　　　　平成 26 年 1 月
� （独）農業・食品産業技術総合研究機構　食品総合研究所
� 所　長　　大谷　敏郎
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Ⅰ　放射性物質の食品への影響について

はじめに
2011 年 3 月 11 日に起こったマグニチュード 9.0 を記録した東北地方太平洋沖

地震に伴い，津波や地震による揺れ，全電源喪失により，東京電力福島第一原子
力発電所では原子炉や核燃料プールでの冷却機能が失われ，放射性物質が大量に
外部環境に漏出するという原子力発電所事故が発生した。（独）農業・食品産業技
術総合研究機構（以下，農研機構）食品総合研究所（以下，食総研）でも，震災
直後から放射性物質の食品への影響に関しての対応に取り組んできた。事故から
2 年以上が経過したことから，これまでの対応と食品における放射性能測定とそ
の精度管理に関する取り組みについてとりまとめた。

1．原子力発電所事故直後からの緊急対応
原子力発電所事故による環境への放射性物質漏出を受けて，3 月 17 日には，

厚生労働省は原子力安全委員会の示した指標値を食品衛生法上の暫定規制値とし
た。3 月 19 日～ 22 日にかけて農林水産省は福島県産の原乳，茨城県，福島県，
栃木県，群馬県産のホウレンソウ，カキナなどから食品衛生法上の暫定規制値
を超える放射性物質（主に 131I）が検出されたと発表し，これを受け政府は 3 月
21 日に一部地域・品目に関して食品の出荷制限の指示を出した。このような状
況下，食総研では，放射能の基礎知識や食品への影響に関する正確な科学情報等
を提供するために，3 月 22 日にホームページ上に情報サイト「東日本大震災に
伴い発生した原子力発電所被害による食品への影響について」（http://nfri.naro.
affrc.go.jp/topics/R_C.html）を公開し，随時更新してきた。また，3 月 25 日には，
震災直後より食品企業や消費者から問い合わせが急増したこと，また，放射性物
質の影響が長期間に渡ることが予想されることから，研究領域やユニットの枠組
みを越え，研究所全体でこの問題に取り組み，情報サイトの充実や研究体制の構
築などを目的として，所内に放射性物質影響ワーキンググループ（以下，ワーキ
ンググループ）を設置した。主な活動は，（1）食品と放射性物質に関する情報の
発信，（2）国からの要請による迅速な研究活動，（3）国内および世界に発信すべ
き基礎的研究の推進とした。

1.1　情報発信
情報発信としては，まずは，放射性物質と食品との係わりに関し，正確な情報

を迅速に発信することが必要であるとの共通認識に達し，4 月 18 日つくば国際
会議場（エポカルつくば）大ホールにおいて，「食品総合研究所　緊急シンポジ
ウム－放射性物質の食品影響と今後の対応－」を開催した。参加者は 1,049 名と
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ホールを埋め尽くすほどの人数となり（図 1），内訳としては食品企業関係者が
60％，大学と国立研究機関が 18％，農業団体関係者 6％，県 ･ 市関係職員 4％，
農業従事者 4％，消費者 3％および報道関係者 2％だった。また，上記の情報サ
イトにおいて，講演資料と共にシンポジウムで寄せられた質問とその回答や関連
情報をまとめた。また，緊急シンポジウムに続き，食総研内部のバーチャル組織
である食品分析・標準化センターの分析法の妥当性確認，標準物質についての知
識の浸透を図るため広報活動の一つとして，（独）産業技術総合研究所（以下，
産総研）計量標準総合センターと共催で行っているジョイントシンポジウムで
は，2012 年 7 月 20 日には，「食品の放射能測定の信頼性確保に向けて」の副題
で，食品の放射能測定における検査法及び測定結果の信頼性確保について取り上
げた。当初の参加募集人数 200 名に対し，早い段階で定員に達したため，急きょ
座席配置について変更して定員を 300 名まで拡大した。2012 年 4 月には，食品
の放射性物質の基準値が制定され，また，事故後各地で順次揃えられていった食
品中の放射性物質の管理体制が充実されていったことから，この時期において，
食品中の放射能測定の管理は強い関心事項であった。

また，既に世界で報告されていた食品・農産物の放射性物質の影響に関する科
学的知見を把握するため，チェルノブイリ原発事故に関連する文献を中心にワー
キンググループでは，多数の文献を収集・選択し，それらについてポスドク等を
含めた所内メンバーが紹介文の作成に取り組んだ。作成された概要は，ワーキ
ンググループのインターネットサイトを通じて逐次公開するとともに（http://
naro-cr.dc.affrc.go.jp/rc0311/），印刷物として取りまとめ，食総研刊行誌「食糧
No.50（放射能関連文献の紹介）」に掲載・発行し�（2011 年 10 月），また，冊子内

図１　緊急シンポジウムの様子（2011 年 4月 18 日）
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容もダウンロードによる閲覧・利用も可能とした。
このほか，この章末に付した参考資料に示したように，2011 年秋から多くの

自治体，食品関連学会，栄養士・給食関係者，放射線計測関係者等の主催による
講演会や学会基調講演の食品と放射性物質に関する講演について，またこの表以
外にも高校や地方自治体，食品産業関係者，行政部局等による研究所への見学対
応において，所長以下ワーキンググループのメンバーにより科学的な放射性物質
の食品への影響についての情報提供を積極的に行った。

1.2　緊急対応研究
ゲルマニウム半導体検出器が納入された 2011 年 6 月中旬以降は，食品中の放

射能測定を開始し，本格的な研究に着手した。行政からの要請に対応するほか，
まず緊急性の高い重要なものとして，放射性セシウムの簡易スクリーニング検査
法の開発を行った。

厚生労働省医薬局食品保健部監視安全課の「緊急時における食品の放射能測定
マニュアル」（2002 年 3 月）は，原子力施設の事故等緊急時において食品の放射
能汚染に関して防災指針や緊急時モニタリング指針に基づいて対処する際に，食
品衛生上の危害発生の防止，食品由来の放射線被ばく線量評価手法及び食品の安
全の確認のための，農畜水産食品における放射能の分析法が示されている。こ
こでは，NaI（Tl）シンチレーションサーベイメータを用いた放射性ヨウ素（131I）
の簡易測定法は収載されているが，同じくサーベイメータを用いた放射性セシウ
ムに関するものはない。麦秋を過ぎ，秋の原子力発電所事故後初めての米を含む
穀物の収穫シーズンにむけて，暫定規制値（500�Bq/kg）を確実に下回る農産物
をスクリーニングするための，NaI（Tl）シンチレーションサーベイメータを用
いた放射性セシウムの簡易分析法について検討した。

一般の NaI（Tl）シンチレーションサーベイメータは γ 線測定器であり，131I�
や放射性セシウムを検出することができるが，波高分析機能がないため核種分析
はできない。しかし，この研究を行った時期（2011 年 7 月下旬）には，事故か
ら 150 日以上が経過しており，131I は 1/5,000 以下に減少していることから，サー
ベイメータで検出された放射線すべてを放射性セシウムとみなし，放射性セシ
ウムの測定を安全側に見積もって用いることができる。放射性セシウム濃度の
異なる麦とサーベイメータの NaI 結晶サイズを異なるものを用意し，試料と検
出器の位置は固定した形で，遮へい容器の鉛の厚さを変えて，NaI（Tl）シンチ
レーションサーベイメータでの暫定規制値レベルが確認できるかを検討した。食
総研のあるつくば市では原子力発電所事故前の屋外の空間線量率は約 0.05μSv/
h だったが，事故後はその 4 倍ほどの 0.2 μ Sv/h となっており，図 2 に示すよう
に，自然放射線のバックグランドを遮へいすることにより NaI（Tl）シンチレー
ションサーベイメータでも麦類に含まれる放射性セシウムの検出が可能であっ
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た。さらにスクリーニング法に対応できるかについて検討したところ，（1）適切
な遮へい体の使用，（2）標準線源で校正された適切な測定装置の選択，（3）サー
ベイメータの正味計数率とゲルマニウム半導体検出器による測定値との相関関係
の確認が必須であることを明らかにした 1）（図 3）。

図 2　�NaIシンチレーションサーベイメータ（2インチ）における鉛による
遮へいの効果

Ａ　試料，遮へい体，検出器のプローブの測定容器の模式図を示した。
Ｂ　�2 インチのサーベイメータを用いた際の遮蔽による大麦試料（450Bq/kg）で

の計数率の違いを示した。■は試料なし，■は大麦試料入り。

図 3　�NaIシンチレーションサーベイメータにおける正味計数率とGe 半導体検出器
の測定値との相関関係

実測値から回帰計算した検出限界計数率は 2.17，放射性セシウム濃度で約 40Bq/kg となり，
それ以上の正味計数率と暫定規制値以下の放射性セシウムに相関関係が十分に見られた。

Ａ ＢＢ
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この時期，放射性セシウムに汚染された稲ワラが給与された牛の肉から暫定規
制値を超過する放射性セシウムが検出された事例が各地で報告されたことから，
厚生労働省が 2011 年 7 月 29 日（最終改正：同 9 月 7 日）に「牛肉中の放射性セ
シウムスクリーニング法」を定めており，この中でも全頭検査及び全戸検査の対
応に向け，検査の迅速化，効率化のために，NaI（Tl）シンチレーションスペク
トロメータ及び NaI（Tl）シンチレーションサーベイメータによる方法を例示し
た。この中でサーベイメータをスクリーニングに用いる場合の条件は，以下のよ
うに示されている；測定条件－試料容器を含めて出来る限り，計数効率を算出し
た条件と試料の測定条件を揃えること。特に検出器近くの条件（距離，材質）に
は注意を払うこと。スクリーニング法に記載されているように，サーベイメータ
による測定結果は，試料と検出器のジオメトリ（空間的位置関係）の影響を受け
るため，計数効率決定，バックグラウンド評価，測定は，可能な限り同一の容器
を用い，検出器と容器の相対位置を固定して行う必要がある。なお，「牛肉中の
放射性セシウムスクリーニング法」は，2011 年 10 月 4 日には，米及び麦類中の
放射性セシウムスクリーニング法の検討がなされたことを受け，標題を「食品中
の放射性セシウムスクリーニング法について」と改められた。サーベイメータに
よる食品に含まれる放射性物質のスクリーニングは有効であるが，その後 2012
年 4 月の食品中の放射性物質の基準値が大きく引き下げられており，さらに事故
後 2 年以上経過した食品中の放射性セシウム濃度の分布も全体に低くなっている
ことから，現在は同じ条件では放射性セシウムの検出は難しく，現在の基準値で
のスクリーニングに用いるにはさらに条件検討が必要であろう。

また一方で，小麦から小麦粉，ふすま等への放射性セシウムの移行について，
標準的な試験用製粉機（ビューラー式試験製粉機）を用いた時の各画分への移行
や，大麦の精麦および麦ぬかへの移行調査も行なった。この時のデータ（図 4）
は，農林水産省からの通知「平成 23 年産麦に由来するふすま及び麦ぬかの取扱
いについて」（23 消安第 3224 号，23 生産第 4499 号，23 水推第 545 号，平成 23
年 9 月 13 日付）に記載された安全を見込んだ麦のふすまへの加工係数（加工後
の放射能濃度／加工前の放射能濃度）｢3｣ の算出に活用された。

この他にも，行政部局等からの協力要請による放射性物質測定や「白米からの
バイオエタノール製造時における放射性セシウムの動態の解析（プレスリリース，
2012 年 3 月 16 日）」における放射性セシウム測定など，食品用途以外での放射
性セシウムの動態についても検討した。

1.3　加工・調理工程における放射性セシウムの動態解明
1.2 のような緊急対応での研究の中で，中・長期影響で取り組むべき核種とし

ては，放射性セシウム（137Cs（半減期約 30 年）および 134Cs（同　約 2.1 年））が
対象となると考え，次の重要な研究課題の１つとして，国内農産物に関する加
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工・調理工程での放射性セシウムの詳細な動態解析を行うこととした。これにつ
いての詳細は，次章「農産物・食品の加工・調理における放射性セシウムの動
態」で述べられている。小麦玄麦から小麦粉（製粉），小麦粉からうどんや中華
めんへの加工（製麺）や，大麦粒から麦茶への加工（焙煎・抽出），玄米から精
米（搗精），白米からめし（研ぎ，炊飯）などのほか，大豆から豆腐，納豆，煮
豆など主要な穀類の加工・調理における放射性セシウムの動態を解析した。チェ
ルノブイリ事故後まとめられ，今回の原子力発電所事故後，食品の加工・調理に
おいて，消費者のみならず食品関連事業者なども参考にし，ホームページ上の検
索や大変なアクセス数となった「環境パラメータ・シリーズ 4　食品の調理・加
工による放射性核種の除去率」が今回の原発事故後のデータをまとめた増補版 2）

において，食総研のデータも信頼のおけるデータとして採用されており，該当部
分については，ワーキンググループで分担執筆した。

2．2012 年度からの研究体制
2012 年度以降は，「農林水産研究における原発事故への対応方針」（平成 24 年

3 月 12 日付）の決定を受け，農研機構の中期計画に新たに追加された「農作物
の加工工程等における放射性物質の動態の解明」に関する研究に取り組むことと
なった。また，農産物・食品での放射性セシウムの濃度に漸減傾向があるとはい

図 4　�小麦（左）及び大麦（右）の製粉・精麦による放射性セシウムの分配
分布が一様であれば分画によってもそれぞれの画分は点線上に配置するが，濃度
が高い画分はその上に，低い画分はその下になるため，濃度分布の違いがあるこ
とがわかる。
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え，2012 年 4 月からそれまでの暫定基準値の一般食品で 1/5 となった放射性セ
シウムに関する新基準値の施行に伴い，科学的根拠に基づくわかりやすく正確な
情報発信のため，引き続きホームページの更新や講師派遣等を通じて発信を行っ
ていく必要があると考えた。さらに，今後の研究展開や測定装置の増設に伴う分
析業務の増加に対応するため，2012 年 4 月 1 日付けで食品安全研究領域に放射
性物質影響研究コーディネーターが設置された。所内のバーチャルな組織である
ワーキンググループから，実体のある役職による管理におこない，試料・分析
データの管理及び測定機器管理の一元化，研究所内外の連絡調整の事務局として
効率化・専門化を図る体制が整えられた。さらに，6 月にはゲルマニウム半導体
検出器 2 台を導入し（図 5），試験研究においても多数の試料を測定する体制を
整備した。

その一方で，東北農業研究センター農業放射線センターの設置に伴い，農研機
構内においてゲルマニウム半導体検出器の整備計画が立ちあがった。原発事故対
応の放射性物質の影響低減のための農業技術開発研究の根幹をなす放射能分析に
おいては，正確で信頼のおける分析値を提供する必要があり，食総研の既存の測
定器を含め農研機構内の共通機器として，これらの機器の保守管理および分析
データの取扱いのための手順書の整備など協調して運営する必要がある。先行し
て機器が配備されている食総研において，放射能分析における内部（品）質管理

（内部精度管理）体制の確立について検討を行った。

3．食品中の放射能測定における信頼性の確保
測定の信頼性は，トレーサビリティが確保された計測器と正しいその使い方

（適切な管理，試料の取扱い，それを含めた測定法の手順書など）と測定者の技

図 5　食品総合研究所のゲルマニウム半導体検出器
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能が必要な要件となる。より具体的には，例えば食品の輸出入にかかわる，国際
的にその分析値を認められるための分析を行う試験室は，（1）妥当性が確認され
た方法を用いていること，（2）適切な技能試験に参加していること，（3）内部質
管理を行っていること，（4）ISO/IEC�17025（試験所及び校正機関の能力に関す
る一般要求事項）に適合していること，が要求される。放射能測定においては，
農林水産省通知「食品中の放射性物質に係る自主検査における信頼できる分析等
について」（24 食産第 445 号，平成 24 年 4 月 20 日）において，食品中の放射能
分析について，「信頼できる分析の要件」を満たす分析機関（厚生労働省の登録
検査機関あるいは ISO/IEC�17025 試験所認定を受けている機関）へ発注するこ
と，又は自ら分析している場合は要件を満たす取り組みをしていることを求めて
おり，この「信頼できる分析の要件」については，上記の（1）～（4）でも挙げ
られている。

上記の（1）は，文部科学省の放射能測定法シリーズや食品衛生法における検
査法として厚生労働省の「食品中の放射性物質の試験法について」（別添）「食
品中の放射性セシウム検査法」（食安発 0315 第 4 号／第 5 号，平成 24 年 3 月 15
日）などがあたる。（2）については，外部精度管理となるが，国内においても，
2011 年 6 月に（公財）日本適合性認定協会から，2012 年 3 月に（一財）日本食
品分析センターから技能試験の提供が開始されている。（4）については，国内で
は環境放射能分析については，2002 年より（公財）日本分析センターが国内の
環境放射能分析の専門機関として初めて ISO/IEC�17025 認定を取得しているが，
食品等の放射能分析については，日本適合性認定協会が「ガンマ線スペクトロメ
トリーによる食品等の放射能濃度測定」に関する試験所・検査機関の認定指針を
2012 年 4 月に定め，急増した原子力施設の事故等に対応して実施される放射能
測定（濃縮操作をせずに試料を直接容器に詰めて測定）する食品等の放射能濃度
測定に関して ISO/IEC�17025 試験所認定が開始した。
（3）については，ブランク測定や繰り返し測定などの他には，管理試料を用い

た内部質管理が必要となる。化学分析において，分析法の妥当性確認や内部質管
理には，分析値の真度を評価するために認証標準物質や標準物質が利用されてい
る。それまでの環境放射能の測定では，（公財）日本分析センターが文部科学省
の委託を受け，分析精度管理の一環として都道府県における環境放射能測定結果
および原子力施設立地道府県における環境放射線モニタリング結果の信頼性を確
認するため，相互比較分析（いわゆるクロスチェック）を行っており，標準物質
といった一般の機関が利用できる管理試料の供給は国内ではなかった。今回の原
子力発電所事故後には，国際原子力機関（IAEA）の標準物質が利用されたが，
急激な利用の増加により販売終了する品目がでていた。
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3.1　認証標準物質の作製 3-6）

急激に測定者が拡大した農産物や食品の放射能分析においては，公的な校正機
関で，2 次標準器を持つ日本アイソトープ協会が供給する標準線源が，それぞれ
の測定器のトレーサビリティを確保している。しかし，それまでの環境放射線

（能）分析分野と異なる一般的な食品や農産物，飼料，堆肥等が対象であり，大
量に迅速な測定が日々の急務となり，食総研も含め，それまで放射能計測の経験
のない測定者が大量に放射能分析を行うようになった。食品中の放射性セシウム
を測定する場合は，その放射能が微小であるため，装置が置かれた場所の放射線
や，測定試料中の放射性セシウム以外の放射性物質の影響を受け，正しい測定が
できている確証が得られない場合がある。また，この急速な測定者の拡大におい
て，測定者自身も放射能測定の経験が少なく，自らの測定技能についての不安が
あることから，標準物質の国内での供給が急務であると考えられた。ワーキング
グループでは，改めて食品分析・標準化センターのメンバーの一員として，放射
能分析のための標準物質の開発と放射能測定に関する ISO/IEC�17025 試験所認
定の取得を目指すこととなった。

2011 年秋までには，今回の原子力発電所事故由来の放射性セシウムを含む米，
小麦，大豆等を，加工試験以外にも放射性物質分析用の標準物質原料として集め
ており，2012 年春に小麦玄麦を利用した試験室間共同試験も実施した。さらに
一般向けの標準物質生産を目指し，産総研と共同研究として行った。

開発の方針としては，2012 年 4 月から厚生労働省が食品衛生法上で設定した
一般食品の放射性セシウムの基準値 100�Bq/kg に対応するために，それよりも
わずかに低いレベルの放射性セシウム（134Cs ＋ 137Cs）を含み，認証値に付随す
る拡張不確かさは相対値 10％以下を目標とした。また頒布開始は，2011 年に移
行係数から予想して作付け制限をしたものの，暫定規制値（500�Bq/kg）を超え
たものが見つかり，検査件数がこの年も多いと予想された米の本格的な収穫期に
間に合うよう 2012 年 9 月までに行うこととし，頒布時の試料形状は，ゲルマニ
ウム半導体検出器での測定容器である標準 U8 容器（外径�55�mm，高さ 55�mm，
100�ml）に玄米を充填して密封したものとして，利用者においても標準ガンマ体
積線源とジオメトリを一致させ，利用者による試料の容器充填や試料取扱いの差
がでない測定者による試料調製がいらない形での標準物質を開発した。

図 6 に示したように，試料原料を所有し，食品の研究所として試料取扱いに経
験と知識がある食総研の放射性物質ワーキンググループが原料玄米試料の均質
化，容器への充填，滅菌処理を行って候補品の製造を担当し，産総研が候補品の
放射性セシウムの測定を行い，均質性の評価，特性値の決定，認証書と技術報告
書の作成等を行い，認証標準物質として 2012 年 8 月 31 日から頒布を開始した。
認証値（表 1）は，JISQ�0035�（ISO ガイド 35：標準物質―認証のための一般的
及び統計的な原則）に記載された国際単位系（SI）へのトレーサビリティが明確
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な「一試験所による標準測定法」に基づいて決定し，この認証値の妥当性の検証
には，（公社）日本アイソトープ協会と（公財）日本分析センターの協力を得た。

認証値は，134Cs は 33.6 ± 2.6�Bq/kg，137Cs は 51.8±4.6�Bq/kg（拡張不確かさ
k=2，基準時間 2012 年 8 月 1 日 9:00:00JST）であり（表 1），目標とした放射性
セシウムの合算値で 85�Bq/kg 程度，不確かさも 10％以下も達成できた。玄米試
料全体が十分均質であり，U8 容器への充填も充填密度を高め（0.94�g/cm3），1
本に充填した玄米試料も正味質量 81.00�g に対して米粒 1 個分約 0.02�g での範囲
のばらつきに抑えた（相対標準偏差 0.021％）ことで，瓶間均質性の不確かさを
小さく抑えられたことが，認証標準物質の不確かさを小さくすることに大きく寄
与していた。また，この認証標準物質に含まれる天然放射性核種である 40K の放
射能濃度は 72�Bq/kg（参考値）である。

また，この認証標準物質は，U8 容器に充填・密封（テープ止め）はしてあるが，
試料は玄米粒のままであり，ほとんど加工がされていない（図 7A）。玄米にお
ける放射性セシウムの分布は，主にぬか層にあり 2），均質化作業も手作業で丁寧
に混合作業をし，その後のゴミ，もみ殻，被害粒などの除去も目視・手作業で
行ったことで，混合から充填までの作業でぬか層などの剥離はほとんど見られな
かった。また充填密度を高め，上部をアクリル板及び発泡スチロール板で固定し
た状態で，容器内の玄米粒が固定されたことで，容器に外部から特に大きな衝撃
を加えない限り，通常作業中に玄米の粒同士がこすりあわされることもない。さ
らに，ポリプロピレン製 U8 容器に入れた玄米は，6 ～ 8 月期の一般的に室内湿
度が高い状態でも乾燥が進むことがわかり，特に，冷蔵庫などでは湿度の低さか

図 6　放射性セシウム分析のための玄米認証標準物質の開発体制
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らより一層乾燥が進むことが予想される。容器外への持ち出しはないので，容器
内の放射性物質の量に変化はないが，ぬか層の剥離は，玄米粒の乾燥によっても
起こることから，摩擦によらずともぬか層の剥離による放射能濃度の分布が瓶内
で変わってしまうことが考えられた。また一方で，U8 容器に玄米試料を充填し
たのち，虫のふ化やカビの発生を防ぐため，充填後 25�kGy の γ 線照射による
滅菌を行っているので，蓋を開けなければ容器内でカビの発生が起こる心配はな
いことから，認証標準物質の保管法として，認証標準物質の購入者が手軽に加湿
して保管できる方法を検討した。JIS�B7920:2000（湿度計－試験方法）にある飽

表１　�放射性セシウム分析用玄米認証標準物質
（NMIJ�CRM7541-a）認証値

（基準日：2012 年 8 月 1 日 9:00:00�JST，有効期限：2015 年
3 月 31 日）
認証値の拡張不確かさは，合成標準不確かさと包含係数 k�=�
2�から決定された値であり，約 95�% の信頼の水準をもつと
推定される区間の半分の幅を表す。

図 7　玄米（粒）認証標準物質
Ａは，頒布している認証標準物質（NMIJ�CRM7541-a）。
Ｂは，同じ玄米試料を 2L マリネリ容器に充填した相互比較試験用の同等品。

 放射能濃度
Bq/kg

拡張不確かさ （k=2）
Bq/kg

134Cs 33.6 2.6

137Cs 51.8 4.6

134Cs+137Cs 85.4 5.3

A Ｂ 
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和塩法による湿度発生法では，飽和塩化ナトリウム溶液を密閉した空間内に置く
ことで，0℃から 40℃までの範囲で相対湿度 74.7％～ 75.7％で保つことができる。
政府の備蓄米は温度 15℃，相対湿度 75％にすることで，玄米の水分量を 15％に
保っていることからも，この飽和塩化ナトリウム湿度域であれば，玄米の水分量
が保てると考えた。2012 年 8 月からの 1 年間，科学実験室でない検査室の存在
を想定し，市販のジップ付袋内に飽和塩化ナトリウム溶液をいれたシャーレと共
に認証標準物質と同じように玄米試料を U8 容器に充填して保存したところ，室
内の湿度は相対湿度 14 ～ 60％まで変化した（同じ部屋にゲルマニウム半導体検
出器があるため温度は 23 ～ 25℃で一定）が，この袋内の湿度は 65 ～ 70％に保
たれ，玄米の水分量も約 14.8％で保たれた（図 8）。もちろんジップ付袋ではな
く，デシケータなどのようにより湿度を保ち，虫の侵入が起こらない保存容器が
望ましいし，温度もできれば虫の増殖が抑制される程度に低く（15℃以下），直
射日光など劣化を防ぐ状態であれば，玄米試料をより安定に保つことができる。
乾燥による玄米の正味質量の変化も抑制できるが，これも容器充填による利点の
一つである。

本認証標準物質は，対象を国や地方自治体，公設試験研究機関，地方衛生研究
所，登録検査機関，民間検査会社，民間企業等の農産物や食品の放射能検査機
関あるいはその担当部署と考えていたが，頒布開始から 3 か月で頒布数は約 100
本，約 10 か月後の 2013 年 6 月で 190 本を超え，食品中の放射能測定において基
準値レベルの玄米認証標準物質に対する要請が高かったことがうかがえる。

　

図 8　飽和塩化ナトリウムによる加湿

玄米試料の 2012 年 8 月からジップ付袋内に飽和塩化ナトリウム溶液を入れた
ガラスシャーレと共に玄米試料を保管した（2013 年 1 月撮影）。
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3.2　相互比較試験 /確認試験と技能試験の提供
この認証標準物質の頒布開始後，U8 容器以外の容器へ対応についての問い合

わせも多かったことから，この認証標準物質と同時に均質化された玄米試料を２
L マリネリ容器に充填したもの（図 7B）を測定し，参加者自らの測定の妥当性
を確認してもらう「相互比較試験」について，2013 年 1 月から参加募集をした
ところ，46 機関の参加申し込みがあった。さらに，2013 年 5 月には，異なる放
射性セシウム濃度の試料を同様に調製し，濃度未知試料として放射性セシウム
濃度を測定する技能試験を開催したところ，同様に約 50 機関の参加申し込みが
あった。これらは，ゲルマニウム半導体検出器を対象としていたことから，2013
年 10 月 30 日から，シンチレーション式放射能測定器を対象に，2013 年 8 月に
頒布を開始した認証標準物質の 2 番目のロット（NMIJ�CRM�7541-b：放射性セ
シウム約 82.2�Bq/kg，基準時間：2013 年 5 月 1 日 0:00:00�JST）と同等の玄米試
料を用いた相互比較試験（確認試験）を企画したところ約 150 機関の参加申し込
みがあった。シンチレーション式放射能測定器の場合は，ゲルマニウム半導体検
出器と異なり，各社で製造・販売されている測定器毎に試料容器の形状や容量が
異なっており，それまでに国内で提供されている技能試験でも配付（あるいは回
付）された試料を容器にそれぞれの参加者が充填する方法を取っている。この相
互比較試験（確認試験）は，認証標準物質が直接利用できないシンチレーション
式放射能測定器を利用している測定者に対して，認証標準物質の利用による精度
管理の重要性に触れる機会の提供であり，それらの測定者にとっても自らの分析
の作業や技術的能力の妥当性の確認や分析装置の動作検証の確認を行い，自らが
正しく測定できている確証が得られる。また，測定する試料充填状況を開発した
認証標準物質と同じにすることで，測定対象試料と同じ天然の放射性核種を含
み，その他の条件もほぼ同じに整えられた認証標準物質として，標準ガンマ体積
線源のように放射能濃度の高い状態でない低い放射能濃度において，ゲルマニウ
ム半導体検出器とシンチレーション式放射能測定器の測定値の相関をより厳密に
検証することに役立つと思われる。

3.3　ISO/IEC�17025:2005 試験所認定の取得
食総研の食品分析・標準化センター標準物質生産部門では，2007 年 3 月に

JISQ�0034（ISO ガイド 34: 標準物質生産者の能力に関する一般要求事項）及び
ISO/IEC�17025 による標準物質生産者の認定を取得しており，ダイズ及びトウ
モロコシの遺伝子組換え体標準物質の作製を行っている。食総研内においてこの
標準物質生産のマネジメントシステムが運用されていたことで，ワーキンググ
ループ及びコーディネーターに，これらの国際規格に則った標準物質の作製にお
ける要求事項についての基礎的な知識と理解，経験があったことから，産総研と
の共同研究において標準物質生産計画を検討し始めてわずか 3 か月という短い期
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間で，体制整備を行いながら迅速な認証標準物質の開発に成功したと考えられ
る。

また一方で，農林水産省が食品中の放射能測定は信頼できる分析の要件を満
たす分析機関に依頼すべきと通知する以前に，放射能測定においては，2011 年
3 月の原子力発電所事故直後から食品や飼料の輸出において，各国の放射性物
質の基準に適合することの証明書が必要となった。例えば，欧州連合および欧
州自由貿易連合加盟国等では（欧州委員会実施規則 No.297/2011（Commission�
Implementing�Regulation�（EU）　No.297/2011， 平 成 23 年 3 月 26 日 公 布， 平
成 23 年 3 月 28 日の日本発送分より），原子力発電所事故による放射性物質の
フォールアウトの影響を受けた地域である 13 都県（当時）で産出した食品等では，
輸出国の管轄当局が発行する証明書等を求めるなどの規則が強化された。国際的
には，試験所認定の要求事項に適合していない機関の分析値では通用しなくなる
状況があり，研究機関においても，国際的な分析法の妥当性確認のための室間共
同試験に参加するために ISO/IEC�17025 の認定を取得していることが参加要件
である場合も出てきている。分析法の開発などに携わる場合，世界に通用する分
析値を出せる体制を整備すること，それを維持し，品質保証が行われた状態にあ
ることを第三者に認定されていることが，分析値の信頼性の根拠になっていると
いう意識は，今後重要になっていくと考えられる。

食総研標準物質生産部門では，2007 年の ISO/IEC�17025 認定取得以来，その
管理上の要求事項及び技術的要求項目について整備，維持している。最初の認定
は，トウモロコシ，ダイズの遺伝子組換え体標準物質分析のための標準物質生産
者としての認定であり，以降，2009 年に同じく遺伝子組換え体の校正者（濃度），
2011 年にアクリルアミドの試験事業者として認定された（認定番号 ASNITE�
0018CRT）。管理上の要求事項は共通であることから，放射能測定においても，
技術的要求項目に適うよう手順書の整備等を行った。また，試験事業者としての
認定に必要な技能試験については，（一財）日本食品分析センターの茶葉（2012
年 3 月），（公財）日本分析センター・（財）日本冷凍食品検査協会の玄米（粉）（2012
年 9 月），（公財）日本適合性認定協会の大豆（粒状）（2013 年 4 月）に参加した
がいずれも良好な結果（満足）を得られていた。

そこで，認定の定期検査のタイミングに合わせ 2013 年春に，それまでの遺伝
子組換え部門の標準物質生産及び校正，アクリルアミド部門の試験を廃止し，遺
伝子組換えの試験事業者としての申請と共に，放射能分析についての試験事業
者の申請を行った。2013 年 7 月に改めて，遺伝子組換え体濃度／トウモロコシ，
大豆（標準物質関連のものに限る）及び放射性セシウム／コメ，小麦（標準物質）
の試験について，ISO/IEC�17025:2005 に適合していることの認定を受けた（認
定番号 ASNITE0018T）。なお，認定区分が，化学製品／標準物質（試験）であ
るように，どちらも標準物質関連もしくは標準物質の試験に限られている。
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4．その他の行政対応
放射能測定における精度管理にかかる試験及び業務以外にも，食品中に含まれ

る放射性セシウムの動態や測定についての農林水産省所管の研究開発を行う独立
行政法人として，また食品にかかる研究専門機関として，農林水産省や農林水産
省を通じて行政対応としての食品中の放射性物質にかかる調査協力も行ってい
る。

2012 年には，原子力規制庁の「総合モニタリング計画」における食品（農・林・
畜・水産物等）のモニタリング計画の中の食品摂取を通じた実際の被ばく線量の
把握において，福島県内において数年を視野にいれて，食品の放射性物質の調査
を実施することになっており，これを受けて福島県は「平成 24 年度福島県にお
ける日常食の放射線モニタリング調査計画」において，福島県内の日常食中の放
射性物質の調査 7）を行うことになった。これについて農林水産省からの協力依
頼により，分析機関として食総研も加わった。また引き続き，2013 年の調査に
ついても，協力予定である。個別の食品・農産物としての検査体制と，その検査
体制下での実際に食べている食事中での放射性物質の量の調査（被曝量の調査）
は，現実の食生活における放射性物質の実態把握には重要である。農産物など食
品材料や食事に含まれる放射性物質のどちらもが，事故後明らかに漸減傾向にあ
ることがわかってきており，今後もこれらの調査を継続し，この低下をより明ら
かに示していくことが，福島県のみならず他県においても，食生活への放射性物
質の影響について，適切な判断を促すための情報となるだろう。

おわりに
食品中の放射性物質に関する情報発信やそれまでデータのなかった日本独自の

食品素材や食品における放射性セシウムの動態を解析することなど，食総研にお
ける原子力発電所事故に対する緊急対応は，迅速に行われた。原子力発電所事故
から 2 年以上が経過し，原子力発電所事故によるフォールアウトを受けたことに
より高くなった空間線量も各地で低下しており，農研機構や大学その他による栽
培法などに対する対策法の開発とその積極的な活用もあり，農産物・食品等や食
事中に含まれる放射性セシウム量も漸減傾向である。ただし，137Cs の半減期は
約 30 年とこれからも長く環境中に残る。西日本や今回の事故のフォールアウト
の影響が小さい地域で時々検出される野生のきのこや輸入食品で基準値を越える
製品が見つかる例などは 25 年前のチェルノブイリ原子力発電所事故やそれ以前
の大気圏内核実験などの影響によるものである。水産物や野生のきのこや鳥獣
等，栽培や飼養をしていない食品素材の放射性物質の量はまだ高いものが検出さ
れる。また，今後，作付制限や出荷制限・摂取制限が解除されていく地域もある
ことから，今後もまだ息の長い検査体制の維持が必要である。原子力発電所事故
の対応において，行政の報告への不信が大きくなってしまったこともあり，検査
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体制や検査の分析結果などに対する不信感がある一方で，検査を行うことについ
ての要求は逆に大きくなっているのが，現在の状況である。食総研でも，標準物
質の作製など分析法や分析値についての品質保証など，食品における放射能分析
とその分析値の信頼を取り戻すための活動も根気よく続けていく必要があると考
えている。

（放射性物質影響研究コーディネーター　濱松潮香）

１）�亀谷宏美，萩原昌司，根井大介，柿原芳輝，木村啓太郎，松倉潮，川本伸
一，等々力節子，NaI（Tl）シンチレーションサーベイメータによる穀物試
料の放射性セシウム測定－環境放射線の遮へい効果と Ge 半導体検出器測定
との相関－，日本食品科学工学会誌，�58（9），�464-469（2011）

2 ）�（公財）原子力環境整備促進・資金管理センター，環境パラメータ・シリー
ズ 4 増補版（2013 年）食品の調理・加工による放射性核種の除去率－我が
国の放射性セシウムの除去率データを中心に－（2013）

3 ）三浦勉，柚木彰，濱松潮香，海野泰裕，八戸真弓，等々力節子，放射性セシ
ウム分析のための玄米認証標準物質（１）開発の背景とねらい，第 50 回ア
イソトープ・放射線研究発表会要旨集，p71（2013）

4 ）�八戸真弓，濱松潮香，等々力節子，海野泰裕，三浦勉，柚木彰，放射性セシ
ウム分析のための玄米認証標準物質（２）標準物質候補試料の調製，第 50
回アイソトープ・放射線研究発表会要旨集，p72（2013）

5 ）�海野泰裕，三浦勉，柚木彰，八戸真弓，濱松潮香，等々力節子，放射性セシ
ウム分析のための玄米認証標準物質（３）認証値の決定，第 50 回アイソトー
プ・放射線研究発表会要旨集，p73（2013）

6 ）�濱松潮香，川本伸一，松倉潮，五十部誠一郎，等々力節子，内藤成弘，奥
西智哉，木村啓太郎，柚木彰，海野泰裕，三浦勉，放射性セシウムを含む
玄米粒認証標準物質，平成 24 年度（独）農業・食品産業技術総合研究機
構主要普及成果（参照 URL:　http://www.naro.affrc.go.jp/project/results/
laboratory/nfri/2012/510b0_04_76.html　2013 年 11 月 11 日アクセス）

7 ）福島県における日常食の放射線モニタリング結果
　　http://wwwcms.pref.fukushima.jp/pcp_portal/PortalServlet;jsessionid=CC34384

BE7B030486B26884C9E765AFD?DISPLAY_ID=DIRECT&NEXT_DISPLAY_
ID=U000004&CONTENTS_ID=31532　（2013 年 11 月 11 日アクセス）



21

（用語解説）

拡張不確かさ　�統計的な標準偏差に相当する標準不確かさを推定し，さらに個々
の要因によって生じる標準不確かさを総合的に合成した合成標準
不確かさを求め，それに一定の信頼率を付与したものを拡張不確
かさといい，測定値の大部分を含むと期待できる範囲の区間を示
す。拡張不確かさで表したい信頼の水準としては，包含係数 k=2
の時に約 95％の信頼の水準を持つ区間となり，一般的に良く用
いられる。

U8 容器，２L マリネリ容器　文部科学省放射能測定法シリーズ 7「ゲルマニウ
ム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー」にあるよう
に，ガンマ線測定で用いられる容器は多種多様であるが，一般
的には，V-1，V-2，V-3，U-4，U-8，ラストロウェア，マリネリ
容器などが使われる。U8 容器は，プラスチック製の円筒状容器
で，プラスチック壺（プラ壺）や軟膏瓶とも呼ばれており，一
般的な化学分析等の少量の試料分注に使われている。安価で使
い捨てに向いており，100ml と多種類少量の環境試料（灰，土壌
その他）の場合によく使われている。マリネリ容器は，容器の
底に大きなくぼみがあり，検出器のセンサー部分（エンドキャッ
プ）にはめ込むような形であり，緊急を要する場合や，水や生
乳等の液体，細かく裁断された野菜等を前処理し測定する場合
によく用いられている。
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参考１　放射性物質影響ワーキンググループからの情報発信等
　学会等の一般講演を除き，ワーキンググループメンバーが行った情報発信等を
まとめた。

平成 23 年�
（2011 年） 3 月 「東日本大震災に伴い発生した原子力発電所被害による食品への影

響について」ホームページ掲載（22 日）

　 4 月 緊急シンポジウム「放射性物質の食品影響と今後の対応」（18 日，於：
つくば市�つくば国際会議場）

　 10 月
食品開発展 2011 記念セミナーにおいて講演「食品の放射能汚染の
今後の問題点と測定法について」（5 日，主催 UBM メディア株式
会社，於：東京都�東京ビッグサイト）

　 　

7th�International�Symposium�on�Biocatalysis�and�Agricultural�Bio-
technology，京都講演「Radioactive�Fallout�on�Food�and�Related�
Research� in�NFRI」（11 日， 主 催�International�Society�of�Bioca-
talysis�and�Agricultural�Biochemistry，於：京都市）

　 　

フード・フォラム・つくば　秋の例会講演会「放射性物質を理解
する－基礎，測定・検査法，食品や人体への影響－」（食総研）（13 日，
主催フード・フォラム・つくば�・食総研共催，於：つくば市�つく
ば国際会議場）（「食品と開発」2012 年 1 月号掲載）

　 　
中国農産物開発研究所セミナーにおいて講演「Radioactive�Fallout�
on�Food�and�Related�Research�in�NFRI」（25 日，主催�中国農業科
学院，於：北京市）

　 　 「食糧―その科学と技術―第 50 号」放射性物質と食品に関連した
論文 153 編の和文要約を発行，配布（28 日）

　 11 月
平成 23 年度食品関係技術研究会講演「放射性物質の食品への影響
－（独）農研機構食品総合研究所の緊急対応－」（1 日，於：つく
ば市�つくば国際会議場）

　 　
食品総合研究所研究成果展示会 2011　公開講演会「放射性セシウ
ムの食品影響と測定法について」（2 日，於：つくば市�つくば国際
会議場）

　 　 2011 年実践総合農学会第 6 回地方大会にて基調講演「放射能汚染
と風評被害」（5 日，主催�実践総合農学会，於：福島県鮫川村公民館）

　 　
平成 23 年度食品包装技術セミナー（後期）において基調講演「食
品の安全性に関わる研究開発」（9 日，主催�一般社団法人日本食品
包装協会，於：東京都�北とぴあ）

　 　
長野県工業技術総合センター�研究・成果発表会において特別講演

「放射性物質の食品への影響と測定法について」（25 日，主催�長野
県工業技術総合センター，於：長野市�長野県工業技術総合センター）

　 　
日本食品工学会秋季講演会において講演「放射性物質の食品への
影響に関連する食総研の取り組み」（26 日，主催�日本食品工学会，
於：栃木県那須塩原）
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柏市平成 23 年度第 2 回給食施設従事者研修において講演「放射性
物質の基礎知識と食品への影響 - リスクを考える -」（28 日，主催�
柏市，於：ウェルネス柏）

　 　
東京顕微鏡院第 80 回食と環境のセミナーにおいて講演「放射性物
質の食品への影響」（28 日，主催�（財）東京顕微鏡院，食と環境の
科学センター，於：東京都中央区立月島社会教育会館）

　 12 月
産学官共同研究による農林事業開発シンポジウム～平成 23 年度未
来農林事業開発研究会研究成果発表会～において講演「食品の放
射能汚染とその対応」（9 日，主催：（社）日本工業技術振興協会，於：
東京都�キャンパスイノベーションセンター）

　 　
物質・材料研究機構第 2 回放射線計測セミナーにおいて講演「放
射性物質の食品への影響」（12 日，主催�（独）物質・材料研究機構，
於：つくば市�物質・材料研究機構）

　 　
茨城県県南生涯学習センター平成 23 年度天章堂講座において講演

「食の安全と表示を守る仕組み　-農薬から放射性物質まで-」（12日，
主催　茨城県弘道館アカデミー，於：茨城県県南生涯学習センター）

平成 24 年�
（2012 年） 1 月

新食品会平成 23 年度第 5 回例会において講演「放射性物質の食品
への影響とその対応」（26 日，主催�（一財）食品産業センター，於：
東京都）

　 　
福島県桑折町教育委員会講演会において講演「放射能と食品安全
－風評被害を防止する－」（28 日，主催�桑折町，於：ＪＡ伊達み
らい桑折総合支店）

　 2 月
全国学校保健・養護教諭担当指導主事会「放射性物質の食品への
影響」（11 日，主催�全国学校保健・養護教諭担当指導主事会，於：
東京都）

　 　
平成 23 年度第 2 回日本食品分析センター講演会「食の安全を守る
仕組み　- 農薬から放射性物質まで -」（21 日，主催�（一財）日本食
品分析センター，於：東京都）

　 　
東京都栄養士会�教育・研究部会講演会「放射性物質の食品影響と

（独）農研機構食品総合研究所の対応」（25 日，主催�（公社）東京
都栄養士会，於：東京都）

　 　 食品総合研究所講演会「食品中放射性物質測定入門－サンプリン
グ，測定，データ解析の基礎」（27 日，食総研，於：つくば市　食総研）

　 3 月
中央味噌研究所平成 23 年度第 2 回技術講習会にて講演「放射性物
質の食品への影響とその対応」（8 日，主催�（社）中央味噌研究所，於：
東京都�鉄鋼会館）

　 　

平成 23 年度農林水産省補助事業報告書「災害時の緊急対応におけ
る食品の安全性確保～東京電力福島第一原子力発電所事故による
緊急時対応に係わる技術情報整理～」（社）農林水産・食品産業技
術振興協会（15 日発行，食総研協力）
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　 　 プレスリリース「白米からのバイオエタノール製造時における放
射性セシウムの動態の解析」（16 日）

　 4 月
農研機構ホームページ「東日本大震災への対応」サイト更新（農
研機構）

　 　
日本技術士会農業部会例会講演会において講演「放射性物質の食
品への影響」（7 日，主催�（公社）日本技術士会農業部会，於：東
京都�日本技術士会）

　 　 食品総合研究所一般公開公開講演会「知っておきたい放射能の知
識」（20 日，於：つくば市�食総研）

　 5 月 食品総合研究所講演会 ｢ 食品中放射性物質測定入門－サンプリン
グ，測定，データ解析の基礎」（16 日，於：つくば市�食総研）

　 　

静岡大学食品・生物産業創出拠点第 29 回研究会公開講演会におい
て講演「放射性物質の食品への影響と食品総合研究所の緊急対応
について」（18 日，主催�静岡大学生物産業創出拠点，於：静岡市�
静岡県男女共同参画センター�あざれあ）

　 7 月
平成 24 年度関東甲信越地区醸造研究会において講演「食品総合研
究所における放射性物質影響研究について」（5 日，主催�関東甲信
越地区醸造研究会，於：高崎市�群馬県立群馬工業技術センター）

　 　
食品ニューテクノロジー研究会 2012 年 7 月例会見学において講演

「放射性物質の食品影響に関する食品総合研究所の緊急対応」（5 日，
主催�（株）日本食糧新聞社，於：つくば市�食総研）

　 　

食総研・産総研ジョイントシンポジウム 2012 －食品の放射能測定
の信頼性確保に向けて－「放射性物質の食品への影響と食品総合
研究所の緊急対応について」（22 日，主催�食総研・産総研，於：
東京都�星陵会館ホール）

　 　

コラボ産学官安全工学分野において講演「放射能対策技術，防災
技術」震災後の技術課題�Part2―において講演「食品の放射能汚染
とその測定」（食総研）（27 日，主催�（一社）コラボ産学官，於：
東京都�朝日信用金庫船堀センター）

　 　 農研機構夏休み公開で「東日本大震災への取り組み」を展示（28 日，
農研機構，於：つくば市�食と農の科学館）

　 8 月
応用物理学会放射線分科会放射線夏の学校において講演「食品照
射と食品の放射能測定」（8 日，主催�（公社）応用物理学会放射線
分科会，於：つくば市�つくばグランドホテル）�

　 　

日本食品工学会第 13 回（2012 年度）年次大会シンポジウムにおい
て講演「放射性セシウムの基準値はどのように決められたのか？
－仕組みと経緯，暫定規制値と新基準値－」（9 日，主催�（一社）
日本食品工学会，於：札幌市�北海道大学）�

　 　
食品ニューテクノロジー研究会 2012 年 8 月例会「放射性物質の食
品への影響と測定法について」（24 日，主催�日本食糧新聞社，於：
つくば市�食総研）�
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プレスリリース「放射性セシウムを含む玄米の認証標準物質を開
発－国際規格に従った仕様で 2012�年 8 月 31 日から頒布開始－」（30
日）

　 9 月
平成 24 年度第 1 回国際計量研究連絡委員会において講演「放射性
物質の食品への影響と食品総合研究所の緊急対応について」（4 日，
主催�国際計量研究連絡委員会，於：東京都�泉ガーデンコンフェレ
ンスセンター）

　 　 食品総合研究所要覧（食品の加工・調理工程での放射性セシウム
の動態解明について紹介）（28 日）

　 　
農業環境工学関連学会 2012 年合同大会シンポジウムにおいて講演

「食品の安全を守る仕組み - リスク分析とは？ -」（30 日，主催�農業
環境工学関連学会，於：宇都宮市�宇都宮大学）

　 11 月
第 120 回農学図書館情報セミナーにおいて講演「食品と放射能－
食品総合研究所の緊急対応－」（8 日，主催�特定非営利活動法人�日
本農学図書館協議会，於：東京都�明治大学和泉図書館ホール）

　 　
家畜衛生フォーラム 2012 において講演「放射性物質の食品への
影響とその測定法」（9 日，主催�日本家畜衛生学会，於：東京都�
Meiji�Seika�ファルマ株式会社本社講堂）

　 第 14 回放射線・放射能・中性子計測クラブ研究会「食品の放射能
分析の妥当性評価シンポジウム」において講演「食総研における
食品中の放射性物質に係わる取り組み」（16 日，主催：�（独）産業
技術総合研究所計量総合センター計測クラブ，於：つくば市�（独）
産業技術総合研究所）

　

平成 25 年�
（2013 年） 2 月

平成 24 年度国際計量研究連絡委員会放射線部会において講演「食
総研における食品中の放射性物質に係わる取り組み」（1 日，主催�

（独）産業技術総合研究所，於：つくば市�産総研）　

　 　

第 15 回放射線・放射能・中性子計測クラブ研究会「放射線・放射
能計測の信頼性」大阪シンポジウムにおいて講演「食総研におけ
る食品中の放射性物質に係わる取り組み」（28 日，主催�（独）産業
技術総合研究所計量総合センター計測クラブ，於：大阪市�（株）ポ
ニー工業）

　 4 月
シンチレーション式放射能測定器－食品中のγ線放出核種�（JIS�Z�
4342✽）新規制定説明会において講演「食品総合研究所における
食費中の放射性物質に係る取り組み」（23 日，主催�（一財）日本規
格協会，於：東京都�日本規格協会）

　 6 月
2013 国際食品工業展アカデミックプラザでのブース展示「農産物
の加工・調理における放射性物質の動態」（11 日―14 日，主催�（一
社）日本食品機械工業会，於：東京都　東京ビッグサイト）

　 7 月
食品分析・標準化センター標準物質生産部門が標準物質にかかる
放射性セシウム測定において，（独）製品評価技術基盤機構認定セ
ンターから ISO/IEC17025 に基づく認定（ASNITE0018T）を取得



26

　 8 月
第 17 回放射線・放射能・中性子計測クラブ研究会「放射線・放射
能計測技術セミナー（福島）」において講演「食品の加工・調理に
おける放射性物質の動態」（28 日，主催�（独）産業技術総合研究所
計量総合センター計測クラブ，於：福島市�福島テルサ）

　 9 月
物質・材料研究機構第 13 回放射線計測セミナーにおいて講演「食
品の加工・調理における放射性物質の動態」（9 日，主催�（独）物質・
材料研究機構，於：つくば市�物質・材料研究機構）

　 　

環境パラメータ・シリーズ 4 増補版（2013 年）「食品の調理・加工
による放射性核種の除去率（概要版）」の発行（（公財）原子力環
境整備促進・資金管理センター技術報告書，データの整備検討委
の委員として参加，分担執筆）
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Ⅱ　農産物と食品の加工・調理における
放射性セシウムの動態

1．はじめに
平成 23 年 3 月の東京電力福島第一原子力発電所事故により放出された大量の

放射性物質は周辺の土壌や海洋へ拡散され，これらの放射性物質によって農畜産
物が汚染される事態となった。これを機にわが国では，国内産の食品を対象にし
た放射性物質のモニタリング検査とその管理が実施されている。

原発事故以前は，国内産食品の放射性物質汚染はないという前提から，輸入食
品のみを対象に 370�Bq/kg（セシウム（Cs）-134 と Cs-137 の濃度の合算値）とい
う暫定限度値が設定されていたⅰ）が，事故後は平成 23 年 3 月 17 日に暫定規制
値（野菜類・穀類・肉・卵・魚・その他で 500�Bq/kg）が，平成 24 年 4 月 1 日
からは暫定規制値に代わり新たに基準値（一般食品で 100�Bq/kg）が設定され，
現在はこの基準値を基にモニタリングが実施されているⅱ）。基準値は，環境中に
放出された放射性物質のうち長期的な影響を考慮する必要がある核種（Cs-134，
Cs-137，ストロンチウム（Sr）-90，ルテニウム（Ru）-106，プルトニウム（Pu））を
対象に設定されている。セシウム以外の核種は測定に時間がかかることから，セ
シウム以外の核種による影響も含めた上で，放射性セシウム濃度を用いた基準値
が設定されており，放射性セシウムの濃度を測定することにより対象核種すべて
からの影響を判断できる仕組みになっているⅱ）。

国内食品を対象とした食品中の放射性物質検査は，原子力対策本部が定めた
「検査計画，出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」（平成 25 年 3 月 19
日改正）を踏まえ，厚生労働省が示した「地方自治体の検査計画」に基づき各都
道府県で実施されているⅲ）。検査結果はすべて公表され，基準値を超過した品目
については，食品衛生法に基づき同一ロットのものすべてが回収・廃棄されてい
る。また，基準値の超過に地域的な広がりが確認された場合は出荷制限が，さら
に著しく高濃度の放射性セシウム濃度が検出された場合は摂取制限が，原子力災
害対策特別措置法に基づき要請されるⅲ）。このようにして，国内産食品中の放射
性物質は検査・管理されている。

放射性物質を摂取することによる影響を評価する場合，摂取する食品に含まれ
る放射性物質濃度は，加工・調理前の原材料の値が一般的に用いられている 1）。
しかし，実際に摂取するのは加工・調理された食品であることから，より正確な
影響評価のためには，加工・調理における放射性物質の挙動を把握する必要があ
る。また，加工・調理された食品だけでなく加工食品製造の副産物を利用する事
業者にとっては，副産物の濃度を知ることは製品管理において最も重要なことの
ひとつであるため，最終産物だけでなく加工 ･ 調理工程での放射性セシウムの動
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態についての情報も必要である。
これまでの食品中の放射性物質の動態に関する情報としては，国際原子力機関

（IAEA）により IAEA�Technical�Document�No.�1616�2）において食品の加工・調
理に関する情報がまとめられている。国内では 1994 年に財団法人原子力環境整
備センター（現　公益財団法人　原子力環境整備促進・資金管理センター）によ
り「食品の調理・加工による放射性核種の除去率」が刊行されており，大気核実
験によって拡散した放射性核種（Sr-90,�Cs-137）及び，チェルノブイリ原発事故
による放射性核種（Sr-90,�Ru-106,�ヨウ素（I）-131,�Cs-134,�Cs-137）を含む食品を
用いた加工・調理工程での放射性物質の除去率がまとめられている。しかしなが
ら，日本特有の食品・食材やその加工・調理による放射性物質の詳細な動態に関
するデータはほとんど蓄積されておらず，2011 年の原発事故後の状況に十分に
対応することができなかった 1）。

原発事故直後より，放射性物質の食品への影響について，食品企業や消費者か
らの問い合わせが急増したこと，また放射性物質の影響が長期間に渡ることが予
想されたことから，食品総合研究所では 2011 年 3 月 25 日に放射性物質影響ワー
キンググループを組織し，（1）食品と放射性物質に関する情報の発信，（2）国か
らの要請による迅速な研究活動，（3）国内および世界に発信すべき基礎的研究の
推進について活動している。本稿では，これまでに著者らワーキンググループが
取り組んできた「食品の加工・調理工程における放射性セシウムの動態解析」に
ついて，穀類を中心とした農産物（麦類，大豆，米）を原料とした食品の加工・
調理工程での放射性セシウムの動態について述べる。

2．加工・調理による放射性セシウムの動態解析
2.1　麦類の加工・調理における放射性セシウムの動態
2.1.1　製粉・製麦

麦類の放射性物質検査は玄麦で行われているが，玄麦小麦は製粉加工により小
麦粉とふすまに分離され，玄麦大麦は精麦加工により精白麦と麦ぬかへと分けら
れ利用されている。小麦の国内総需要量（561 万トン，2012 年）に占める国内産
小麦の割合は約 13�％（73 万トン）であり，国産小麦粉の約 50�％はうどん等の
麺類へと加工される。精白麦は麦飯として食するほか醸造用としても利用されて
いる。ふすまや麦ぬかも，良質のたんぱく質を含み食物繊維含有量も高いことか
ら配合飼料の原料や肥料としての需要が高い。

被災地域の秋まき小麦は，原発事故発生時には 6�-�8 葉期であったため，
フォールアウトした放射性物質の葉面或いは，根からの吸収による穀粒への汚染
が懸念された。6 月の収穫期においては，I-131（半減期 8 日）は放射能が事故当
初の 1/3000�–�1/5000 に減少しており，より半減期の長い放射性セシウム（Cs-134
と Cs-137 の半減期はそれぞれ 2 年と 30 年）による汚染が問題であった。そこで，
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汚染レベルの異なる 2011 年産の玄米を用いた小麦粉とふすまへの小麦製粉加工
及び，精白麦と麦ぬかへの大麦精麦加工における放射性セシウム（Cs-134 と Cs-
137 の濃度の合算値）の分配を調べ，加工による各分画の濃度変化（加工係数）
を算出した 3）。結果を図 1 に示す。

製粉加工，および精麦加工のいずれにおいても，玄麦とその加工品である小麦
粉とふすま，または精白麦と麦ぬかの間には放射性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮
重）の高い相関関係が認められた。つまり，加工による各分画（小麦粉とふすま，
または精白麦と麦ぬか）への放射性セシウムの分配割合は，玄麦の放射性セシウ
ム濃度に関わらずほぼ一定となった。小麦粉と精白麦の放射性セシウム濃度は玄
麦と比べ低くなるのに対し，ふすまと麦ぬかの放射性セシウム濃度は玄麦に比べ
高くなった。加工による放射性セシウム濃度の変化を割合で示すパラメータと
して加工係数（加工後の放射性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮重）/�加工前の放射
性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮重））が用いられるが，汚染レベルの異なるそれ
ぞれの小麦粉の加工係数の平均値は 0.32 であるのに対し，ふすまの加工係数の
平均値は 2.19 であった。また，精白麦の加工係数の平均値が 0.57 であるのに対
し，麦ぬかの加工係数の平均値は 2.23 となった。食用となる小麦粉や精白麦の
加工係数は１未満（平均値の 95�％信頼区間の上限値）となり，玄麦が基準値以
下であれば，加工品である小麦粉と精白麦の放射性セシウム濃度は基準値を超え
ないことが明らかとなった。一方，ふすまや麦ぬかの加工係数の平均値は 2 以上
3 未満（95�％信頼区間）となり，加工により玄麦の放射性セシウム濃度の 2 倍以
上の濃度となることが分かった。そのため，玄麦の放射性セシウム濃度が基準値

図 1　�小麦製粉加工（A）と大麦精麦加工（B）における原料玄麦と加
工品の放射性セシウム濃度の相関関係。破線は，加工の前後で濃
度変化がない場合（加工係数�1）を示す。
Ａ：■（赤）はふすま，■（青）は小麦粉を示す。
Ｂ：■（赤）は麦ぬか，■（青）は精白麦を示す。
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未満であっても，加工後のふすまや麦ぬかの濃度が飼料の暫定許容値（牛・馬
用飼料 100�Bq/kg，豚用飼料 80�Bq/kg，家きん用飼料 160�Bq/kg，養殖魚用飼
料 40�Bq/kg）を越える場合が想定される。よって農林水産省は，飼料からの肉，
乳，卵において基準値を超過しないよう安全性を確保し，円滑な国産麦の流通や
飼料への利用を行うため，本解析データを踏まえ，麦のふすま・麦ぬかの加工係
数を 3 として扱うように通知を行った（「平成 23 年産麦に由来するふすま及び麦
ぬかの取り扱いについて」23 消安第 3224 号，23 生産第 4499 号，23 水産第 545 号，
平成 23 年 9 月 13 日通知）。加工係数が設定されると，玄麦の放射性セシウム濃
度から，ふすまや麦ぬかの濃度を予測することが可能となるため，食料や飼料の
原料取引における重要な参考情報として用いられている。また，小麦については
加工品である小麦粉とふすまにおける放射性セシウムの分布割合を算出した。玄
麦小麦に含まれる放射性セシウム量（Bq）を 100�％とした場合，外皮であるふ
すまに約 80�％，胚乳粉である小麦粉に約 20�％が分布していた。

2.1.2　うどん・中華麺の調理
小麦粉の種類は，タンパク質の含量によって薄力粉，中力粉，強力粉等に分類

される。国産の小麦粉はうどんなどの日本麺としての適性が高く，国産小麦の約
50% がうどんやそうめんなどの日本麺へと加工されている。また，うどんと同
様に国内で人気があるのが中華麺である。うどんは小麦粉に塩を加えて加工され
るが，中華麺は塩の代わりにアルカリ性のかんすいを用いる。かんすいの使用に
より麺に独特の色と風味，および食感がもたらされ，ラーメンの麺や焼きそば用
の麺として幅広く食されている。そこで，国産原料での利用が多いうどんと，日
本で特に人気の高い中華麺について，茹で麺の放射性セシウムの加工係数（茹で
麺中の食品中の放射性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮重）/ 生麺中の食品中の放射
性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮重））と残存割合（茹で麺中の食品中の放射性セ
シウム量（Bq）/ 生麺中の食品中の放射性セシウム量（Bq）×100,�%）を算出
した 3）～ 5）。

うどん（3�mm × 2.5�mm × 25�cm）は，放射性セシウムを含む小麦粉 100 に対
して，食塩 2，エタノール 2，水 32 を加えて調製した。うどんの調理は，小麦の
めん適性評価法 6）の茹で方法に従い，生麺質量に対し 10 倍量の沸騰水で，麺の
水分含量がおおよそ 75�% 程度になるまで茹でた後，生麺質量に対し 10 倍量の
水で 30 秒間水洗したものを茹で麺とした。生麺，茹で湯，すすぎ水，茹で麺に
おける加工係数と残存割合を表１に示す。

うどんの茹で調理による茹で麺の加工係数は 0.07 となり，茹で麺の放射性セ
シウム濃度は生麺の 1/10 以下となった。また，茹で麺への放射性セシウムの残
存割合は 15�% となり，茹で調理により麺に含まれる放射性セシウムの 85�％が茹
で麺から除去されていた。このことから，玄麦の放射性セシウム濃度が基準値と
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表 2　�麺の太さと茹で時間の違いがうどん調理における放射性セシウム
の動態に及ぼす影響

太麺
（3mm × 2.5mm）

茹で時間（分）
10 20✽1 30 40

加工係数 0.094a 0.061b 0.060b 0.062b

残存割合（％） 19a 15a 18a 20a

各麺において加工係数ごと，残存割合ごとに Tukey の多重比較検定を行った。
異なるアルファベットは有意差があることを示す。
*��1：太麺の最適な茹で時間を示す。
*�2：細麺の最適な茹で時間を示す。

同じ 100�Bq/kg であった場合，小麦粉に加工されると約 32�Bq/kg（小麦粉の加
工係数は 0.32,�2.1.1 製粉・製麦）となり，さらに製麺後，茹で調理されることに
より実際に食べる状態の茹で麺の濃度は 3�Bq/kg 以下（うどんの加工係数は 0.07）
になると予測されることから，玄麦が基準値以下の濃度であれば，うどん茹で麺
の放射性セシウム濃度は基準値を十分に下回ることが確認された 3）。また，国内
のうどんは麺の太さが様々であり，茹で時間も個人のし好によって異なるため，
麺の太さと茹で時間が放射性セシウムの動態に及ぼす影響も検討した。一般的な
うどんの太さの麺（太麺；3�mm × 2.5�mm×25�cm）と，そうめん程度の太さの
麺（細麺；1.5�mm × 1.5�mm × 25�cm）を茹で時間を変えて調理した場合の放射性
セシウムの動態を調べたところ，太麺，細麺ともに，喫食に適した茹で時間にお
いて，茹で麺の濃度は茹でる前の 1/10 以下となり，茹で麺から茹でる前の 80�％
以上の放射性セシウムが除去されていた。さらに，喫食に適した茹で時間以上に
茹で時間を延長しても，放射性セシウムの有意な低減効果は得られないことも明
らかとなった（表 2）。これらのことから，うどんは喫食に適した茹で調理を行
うことで，麺の太さに関わらず 80�％以上の除去効果があることが示された 4）。

表 1　うどん調理における放射性セシウムの動態

生麺 茹で湯 すすぎ水 茹で麺
加工係数 1.00 ― ― 0.07
残存割合（％）* 100 85 10 15
*��茹で湯，すすぎ水，茹で麺の残存割合の合計が 110 となるのは実験上の誤差

である。

細麺
（1.5mm × 2.5mm）

茹で時間（分）
1.5 3✽2 4.5✽2 6 10

加工係数 0.15a 0.084b 0.057c 0.045c 0.049c

残存割合（％） 29a 18b 14bc 12c 15bc
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中華麺は（1.5�mm × 1.5�mm × 25�cm），放射性セシウムを含む小麦粉 100 に対
して，粉末状かんすい（炭酸カルシウム 60�%（w/w），炭酸ナトリウム 40�%（w/
w））1.3，エタノール 2，水 31 を加えて調製した。中華麺の調理もまた，小麦の
めん適性評価法 6）の茹で方法に従った。生麺質量に対し 10 倍量の沸騰水で，茹
で麺質量が生麺質量の約 1.8 倍程度となるまで茹でたものを茹で麺とした。生
麺，茹で湯，茹で麺における加工係数と残存割合を表 3 に示す。

中華麺の茹で調理による茹で麺の加工係数は 0.26 となり，茹で麺の放射性セ
シウム濃度は生麺の約 1/4 程度となった。また，茹で麺への放射性セシウムの
残存割合は 46�% となり，茹で調理により麺に含まれる放射性セシウムの 54�％
が茹で麺から除去されていた。前項のうどん茹で麺の加工係数（0.07）や残存割
合（0.15）と比較すると，中華麺の加工係数と残存割合は高く，茹で調理による
放射性セシウムの低減効果はうどんよりも小さいことが示唆された。かんすいの
代わりに同量の食塩を用いて調整した食塩麺では，茹で麺への放射性セシウムの
残存割合が 32�％となり，かんすいを使用した場合より残存割合が有意に低かっ
た（p<0.01）。これらのことから，中華麺の茹で調理における放射性セシウムの
動態には，かんすいの使用による麺の物性の変化や，麺生地がアルカリ性になっ
ていることが影響を及ぼしている可能性が示唆された。本研究のデータを用いる
と，放射性セシウム濃度 100�Bq/kg の玄麦を用いても，小麦粉に加工されると
約 32�Bq/kg�（小麦粉の加工係数は 0.32，2.1.1 製粉・製麦），さらに中華麺に製麺
後茹で調理されると 8.3�Bq/kg�（中華麺の加工係数は 0.26）となり，私たちが食
する状態の茹で中華麺の濃度は基準値を十分に下回ることが確認された。

2.1.3　麦茶（焙煎・浸出）
麦茶は焙煎した大麦の種子を煮出した飲料である。飲料水の放射性セシウムの

基準値は 10�Bq/kg と設定されており，直接飲用する水，調理に使用する水，及
び水との代替関係が強い飲用茶に対して適用されているⅳ )。しかし麦茶に対して

表 3　中華めん調理における放射性セシウムの動態

生麺 茹で湯 茹で麺

中華めん
（かんすい使用）

加工係数 1.00 ― 0.26
残存割合
（％）✽ 100 47 46

食塩麺
（食塩使用）

加工係数 1.00 ― 0.17
残存割合
（％）✽ 100 67 32

*�茹で湯，茹で麺の残存割合の合計が 100 にならないのは実験上の誤差である。
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は，原料である焙煎前の玄麦大麦に対して一般食品の基準値 100�Bq/kg が適用
されている。麦茶の標準的製法 7）は，水 1.5�L に対して焙煎大麦 50�g を加えて
強火で加熱，沸騰したら加熱を停止し，5 分間常温で放置したものをろ過すると
されている。焙煎大麦の質量に対して 30 倍量の水で煮出すことから，基準値以
下（100�Bq/kg 以下）の玄麦大麦を使用した麦茶は，飲用水の基準値（10�Bq/
kg）を超過することはないと考えられる。しかし，実際のデータが存在しない
ため，麦茶の加工（焙煎麦からの浸出）による放射性セシウムの加工係数（麦茶
の放射性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮重）/ 焙煎大麦の放射性セシウム濃度（Bq/
kg，新鮮重））と焙煎大麦から麦茶への放射性セシウムの移行割合（麦茶中の食
品中の放射性セシウム量（Bq）/ 焙煎大麦中の放射性セシウム量（Bq）×100,�%）
を算出した 8）。

大麦の放射性セシウムの濃度は，焙煎加工（210�℃，60 分）により 119�Bq/
kg から 138�Bq/kg へと増加し，加工係数は 1.16 となった。この時の水分含量は
12.5�％から 0.3�％に減少していた。放射性セシウム濃度に質量を乗じた放射性セ
シウム量（Bq）を焙煎加工の前後で比較するとほぼ等しかった（データ未掲載）
ことから，濃度の増加は水分量の減少に起因するものであり，焙煎加工による放
射性セシウムの揮散はないと考えられた。日本食品標準成分表 2010�7）における
麦茶の可溶性固形分値（Brix�%）は 0.3�% となっているが，可溶性固形成分の浸
出や麦茶の色調は，原料の焙煎状態や玄麦大麦の状態にも影響されることから，
5，60，120 分の浸出時間において放射性セシウムの動態を調べた。結果を表 4
に示す。

可溶性固形分値は，浸出時間 5 分で 0.045�％，60 分で 0.532�％となり，60 分以
上の浸出時間であれば標準的な麦茶と比べて十分な浸出が行われていると判断
された。焙煎大麦から麦茶への加工係数は，60 分で 0.0109，120 分の浸出時間で
も 0.0133 となり，原料に 100�Bq/kg の大麦を使用し 120 分間浸出したとしても，
焙煎大麦の濃度が 116�Bq/kg（加工係数 1.16），最終産物の麦茶の濃度は 1.5�Bq/
kg（120 分間浸出の加工係数 0.013，�116�Bq/kg�×�0.013�≒�1.5�Bq/kg）と予測さ
れる。このことから，原料の玄麦大麦が基準値以下の濃度であれば，麦茶の放射
性セシウム濃度は基準値以下になることが確認された。また，各浸出時間におけ

表 4　焙煎麦から麦茶への放射性セシウムの加工係数と移行割合

浸出時間（min） Brix（％）✽ 加工係数 移行割合（％）
5 0.045 0.0053 15
60 0.532 0.0109 31
120 0.787 0.0133 38

*�可溶性固形分。
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る放射性セシウムの移行割合は 60 分の浸出時間で 31�%，120 分においても 38�％
であり，麦茶中へ浸出するよりも麦茶浸出残渣へ残る放射性セシウムの割合のほ
うが大きいことが分かった。

2.2　大豆の加工・調理における放射性セシウムの動態
大豆は米・小麦に次ぐ主要な穀物であり，食用のみならず，油糧用，飼料，種

子等に利用されている。国内大豆需要量（304 万 t）のうち食用に利用される食
用大豆は需要量の約 31�％（94 万 t）である。食用大豆に占める国産大豆の割合
は約 24�％（23 万 t）であり，国産大豆の約 90�％が加工・調理された状態で消
費されている。国産大豆の用途の内訳は，豆腐 60�％，納豆 12�％，煮豆・総菜
9�％，味噌・醤油 9�％，その他（きな粉，お菓子等）9�％となっているⅴ）。そこ
で，国産大豆が加工・調理される割合が高い豆腐，納豆，煮豆について，放射性
セシウムの加工係数（加工後の食品中の放射性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮重）
/ 加工前の食品中の放射性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮重））と残存割合（加工
後の食品中の放射性セシウム量（Bq）/ 加工前の食品中の放射性セシウム量（Bq）
× 100,�%）を算出した 9）。

2.2.1　豆腐加工
豆腐は大豆の搾り液である豆乳を凝固させた加工食品である。凝固剤添加後の

製造工程の違いにより，木綿豆腐，絹ごし豆腐，充填豆腐に分けられる。木綿豆
腐や絹ごし豆腐は，型枠から出した後に水槽に取り出し水晒しを行うため，豆腐
中の放射性セシウムが水中へ移行する可能性が考えられるが，充填豆腐は凝固剤
を添加後，容器に充填・密封し凝固させ水晒しを行わない。このことから，より
安全側に放射性セシウムの動態を見積もるために充填豆腐の加工工程における放
射性セシウムの動態を検討した。

大豆 1.5�kg を 0.65�kg の蒸留水で 3 回洗浄後，洗浄水を除去し全体質量が
7.5�kg となるように蒸留水を加え，20�℃で 18 時間浸漬し膨潤させた。浸漬水を
除去後，全体質量が 10.5�kg となるように大豆に蒸留水を加え，フードプロセッ
サーで磨砕した状態の呉を得た。呉に消泡剤（1�%）を加え 3 分間煮沸後，蒸
発した水分を補充し，豆腐製造用のナイロンメッシュろ過袋で絞った。ろ過し
た液を豆乳，ろ過袋に残存した画分をおからとした。豆乳に塩化マグネシウム

（0.25�％）を添加し十分に撹拌した後，80�℃で 1 時間加熱固化し，さらに 5�℃で
一昼夜保存したものを豆腐とした。豆腐加工工程における放射性セシウムの加
工係数（加工後の食品中の放射性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮重）/ 加工前の食
品中の放射性セシウム濃度（Bq/kg，新鮮重））と残存割合（加工後の食品中の
放射性セシウム量（Bq）/ 加工前の食品中の放射性セシウム量（Bq）×100,�%）
を表 5 と図 2 に示す。
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おから，豆乳，豆腐の加工係数は，0.18，0.13，0.12 となり，原料大豆の放射
性セシウム濃度が 100�Bq/kg であった場合，おから，豆乳，豆腐の濃度はそれ
ぞれ 18�Bq/kg，13�Bq/kg，12�Bq/kg となった。豆腐への加工により，原料大豆
の濃度より低くなることがわかった。また，原料大豆に含まれる放射性セシウム
量の 30�％がおからに，67�％が豆乳に残存した。豆腐の残存割合は 67�％であり，
豆乳から豆腐への加工による放射性セシウムの低減効果はなかった。しかしなが
ら，木綿豆腐や絹ごし豆腐では水晒しの工程があることから，豆乳から豆腐への
加工工程において充填豆腐よりも放射性セシウムが低減されると考えられる。

2.2.2　納豆加工
一般的に販売されているポリスチレン容器に入った納豆の加工工程における放

射性セシウムの動態を検討した。洗浄後，20�℃で 16 時間浸漬した大豆を 0.18�-��
0.20�MPa，131�-�133�℃にて 30 分間加圧蒸煮し蒸煮大豆を得た。納豆菌胞子を蒸
煮大豆 1�g あたり 1000 個となるように接種した後，納豆発酵用ポリスチレン容
器に充填し 18 時間，39�℃で発酵させて納豆とした 10）。納豆加工における放射性
セシウムの加工係数と残存割合を表 5 と図 2 に示す。

納豆の加工係数は 0.40 となった。原料大豆の放射性セシウム濃度が 100�Bq/
kg であった場合，納豆の放射性セシウム濃度は 40�Bq/kg となり，納豆への加工
により放射性セシウム濃度が基準値を上回らないことが示された。また，納豆菌
胞子の接種前の蒸煮大豆の加工係数も 0.4 であり，発酵工程の前後で放射性セシ
ウム濃度が変化しないことが分かった。残存割合を調べると，蒸煮工程において
大豆から蒸煮排水へ 17�％の放射性セシウムが移行しており，蒸煮大豆の残存割
合は 67�％，発酵後の納豆は 65�％が残存していた。このことからも発酵工程によ
る放射性セシウムの低減効果がないことが示された。

2.2.3　煮豆調理
煮豆は醤油と砂糖を加えて調理される方法で製造した 9）。1�kg の原料大豆を

表 5　�豆腐・納豆・煮豆への加工・調理における放射
性セシウムの加工係数

加工品名 加工係数

豆腐
おから 0.18
豆乳 0.13
豆腐 0.12

納豆
加圧蒸煮豆 0.40

納豆 0.40
煮豆 ― 0.20
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洗浄後，3�kg の蒸留水で浸漬した。浸漬水を除去し，全体質量が 4�kg となるよ
うに蒸留水を加え，2 時間穏やかに煮沸した。砂糖 350�g と醤油 150�ml を加え，
さらに 15 分煮沸して煮豆を得た。煮豆の加工係数は 0.20 となり，原料大豆の
放射性セシウム濃度が 100�Bq/kg であった場合，煮豆の放射性セシウム濃度は
20�Bq/kg となり，原料大豆の放射性セシウム濃度が基準値以下で管理されてい
れば，煮豆の放射性セシウム濃度が基準値を上回らないことが示された。また，
煮豆への放射性セシウムの残存割合は 45�％であり（表 5），放射性セシウムの
45�％が大豆から煮汁へと移行していた（図 2）。

食品中のセシウムの挙動と類似した元素にカリウムがある。カリウムを放射性
セシウムの指標として利用した野外調査研究がいくつか報告されており 11)�12），実

図 2　豆腐・納豆・煮豆の製造工程での放射性セシウムの残存割合

大豆 豆腐豆乳

A. 豆腐加工工程での放射性セシウムの残存割合（％）

洗浄 浸漬
おから
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67 67

大豆 納豆蒸煮大豆

B. 納豆加工工程での放射性セシウムの残存割合（％）
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C. 煮豆調理工程での放射性セシウムの残存割合（％）
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際にカリウムの除去率がセシウムの除去率の目安として利用できる場合があるこ
とが示唆されている 1）。日本食品標準成分表 2010� 7）に示された数値から間接的
におから，豆腐，納豆，煮豆のカリウムの加工係数を求めると，それぞれ 0.12，
0.07，0.35，0.17 となり，今回算出した放射性セシウムの加工係数とほぼ同程度
の値となったことから，大豆の加工・調理においても，安定性カリウムが放射性
セシウムの指標と成り得るかもしれない。

2.3　米の加工・調理における放射性セシウムの動態
2.3.1　精米加工・炊飯

米は国民の主食であり，一人当たりの摂取量が多く，野菜等の他の品目と比べ
生産量が多い。また，生産農家数も極めて多く，麦と異なり農家による直接販売
等を含め多用な流通形態にある。そのため，作付制限や他品目より濃密な放射性
物質検査を行うことで，基準値を超過した米を流通させないような取り組みが行
われている。平成 23 年産米の放射性物質検査は，検査件数 26,464 件のうち基準
値を超過したものは 592 件であり，全体の約 2.2�％となったが，平成 24 年産米で
は，作付制限や吸収抑制対策および出荷後の検査を組み合わせた安全確保のため
の取り組みが実施され，検査件数 1,032 万件のうち基準値超過は 84 件（全体の
0.0008�％）となり，平成 23 年産と比べて基準値を超過した米は極めてわずかな
発生割合となったⅵ）。米の放射性物質検査は玄米の状態で行われている。玄米に
含まれる放射性セシウムは，ご飯として食べる胚乳よりも，ぬか層に多く分布し
ていることがすでに知られており 13），福島第一原子力発電所事故由来の放射性物
質を含む玄米についても，精白米（精米歩合 90�％，玄米に対する精米の質量比）
にすると放射性セシウム濃度が玄米の約 40�% に低減されると報告されている 14）。

精米加工では，玄米の表面を覆っている果皮や種皮，糊粉層までのぬか層が取り
除かれる。ぬか層は玄米質量の約 8�％を占めており，ほぼ完全にぬか層を除去した
ものを精白米（十分づき）と呼ぶ。ぬか層にはビタミンやミネラル，食物繊維等が
含まれており栄養価が高いことから，ぬか層を完全に除去しない七分づき米（精米
歩合 93�-�94�％）や五分づき米（精米歩合 95�-�96�％）で食される場合もある。放射
性セシウム濃度の異なる 2 種類の玄米において，精米歩合を変化させた場合の加工
係数と，精米とぬか層における放射性セシウムの残存割合の変化を調べた（表 6，7）。

精米中の放射性セシウム濃度は，ぬか層が削られ精白米へと近づくに伴い
減少する傾向にあり，精白米の放射性セシウム濃度は玄米の約 1/2（加工係数
0.47�-�0.48）に低減されていた。精米中の残存割合もまた，ぬか層が削られるに
伴い減少し，精白米にすると約 40�％が胚乳に残存し，ぬか層に 60�％の放射性セ
シウムが存在することが確認された。

一方，ぬか層に含まれる放射性セシウム濃度は，精米度合に関わらず玄米の
6.5�-�7.8 倍（加工係数�6.5-�7.8）となり，製粉・製麦におけるふすまや麦ぬかと
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同様に，加工により放射性セシウム濃度が高くなることから，利用する際には，
その用途に応じて食品衛生上の基準値，肥料・土壌改良資材・培土及び試料の暫
定許容値，またはきのこ菌床用培地の指標値に留意して，各値を超過しない様に
取り扱う必要がある。農林水産省は「平成 23 年産米に由来する米ぬか等の取り
扱いについて」（23 生産第 5304 号，23 消安第 4796 号，23 食産第 2291 号，23 林
政経第 262 号，23 水推第 832 号，平成 23 年 12 月 19 日通知）で，米ぬかの加工
係数を 8 としており，これは今回の結果と比べてより安全側に設定された値と
なっていることがわかる。

さらに，精白米を炊飯した場合の放射性セシウムの動態を調べた。800�ml の
水で 5 回洗米し，一般的な IH 炊飯器を用いて炊飯した。精白米に含まれる放射
性セシウムの約 35�％が洗米により洗米水へと移行することにより除去され，炊
飯米には約 65�％の放射性セシウムが残存していた。炊飯には水を添加するため，
炊飯米の放射性セシウム濃度は精白米の約 1/3（加工係数 0.28）に低下すること
がわかった（データ省略）。

これらの結果より，玄米の放射性セシウム濃度が 100�Bq/kg だった場合，精
白米へと加工することにより濃度は 48�Bq/kg（加工係数 0.48），さらに炊飯によ
り放射性セシウム濃度は 13�Bq/kg（加工係数 0.28）となり，玄米が基準値以下
で管理されていれば，炊飯米の放射性セシウム濃度が基準値を上回らないことが
確認された。

表 6　精米加工における放射性セシウムの加工係数

試料 * 部位
加工係数

玄米 3 分づき 5 分づき 7 分づき 10 分づき

試料Ａ
精米 1 0.81 0.68 0.61 0.48
ぬか 1 7.2　 7.5　 7.8　 7.1　

試料 B
精米 1 0.81 0.72 0.55 0.47
ぬか 1 6.6　 7.0　 6.9　 6.5　

*�試料 A，B の放射性セシウム濃度は異なっている。

表 7　精米過程の違いによる精米とぬかの放射性セシウムの残存割合

試料
残存割合（％）

玄米 3 分づき 5 分づき 7 分づき 10 分づき
精米 100 78.9 64.3 58.3 43.5
ぬか 0 21.8 88.6 46.3 60.1
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3.�おわりに
原子力発電所事故後から始まった食品中に含まれる放射性物質の動態解析につ

いての取り組みは 4 年目を迎えようとしている。いまだ解明されていない点は多
く，今後も調査・研究を行う必要があるが，これまでの研究活動で明らかにした
放射性セシウムの動態に関する情報が，食品に含まれる放射性セシウム濃度を正
確に知りたいと願う消費者を含め，フードチェーンに携わるすべての方々にとっ
て役に立つ情報となれば幸いである。
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Ⅲ　放射線照射食品とその検知

1．はじめに
放射線の生物作用を利用して食品の殺菌，殺虫，発芽抑制などを行う技術を食

品照射と呼び，放射線で処理された食品を照射食品という。
放射線照射処理は次のような特徴を有している；（a）放射線は均一に物質の中

を透過するので殺菌や殺虫効果の信頼性が高い。（b）温度上昇はわずかで，生
鮮物，冷蔵品，冷凍品の殺菌が可能である。（C）物理的処理であり，薬剤によ
る汚染や残留の問題がない。（d）対象物を包装後に殺菌処理できるため，微生
物による再汚染を防ぐことができる。

放射線照射処理のこのような特徴は，食品における非熱殺菌技術としての優れ
た潜在力を示唆するが，わが国では，バレイショの発芽防止を除き，食品の放射
線照射は食品衛生法で禁止されている。今後のこの技術の拡大の議論に際して
は，その処理と流通過程の管理が適切に行われるか否かの技術的要素も論点の 1
つとなる。照射履歴を検出する検知技術は，表示の裏付けとなり消費者の選択の
自由を保障する技術である。

本稿では，食品照射技術の基礎と実用動向を解説するとともに，検知技術につ
いて農研機構食品総合研究所（食総研）での研究に基づいた解説を行う。

2．放射線照射の工程　
2.1　食品照射に利用される放射線

紫外線よりも短波長の電磁波は物質をイオン化する能力を持ち，電離放射線
（イオン化放射線 :�ionizing�radiation）と呼ばれる。電離放射線には，ガンマ線や
エックス線の様な電磁波以外にアルファ線，ベータ線，電子線，中性子線の様な
粒子線がある。食品照射に利用される放射線は，食品の国際規格であるコーデッ
クス規格 1）においては，以下の 3 種類について線源やエネルギー範囲を制限し
ている。

　・60-Co または 137-Cs のガンマ線
　・エネルギー 5�MeV 以下のエックス線
　・エネルギー 10�MeV 以下の電子線
これは，放射線を照射した食品などの物質の中に放射能が誘導されるのを防ぐ

ためで，これらの放射線を利用するかぎり，照射された物質が放射能を帯びるこ
とは無い 2）。

コバルト 60 は原子炉の中で天然に存在するコバルト 59 に中性子を照射して製
造される金属状物質で，ペレットに成形してステンレス製のカプセルに封入して
使用されるため，処理時に食品などが線源（放射性核種）に接触することはない。
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コバルト 60 のガンマ線�（1.17�MeV および 1.33�MeV）はセシウム 137（0.66MeV）
に比べて透過力が大きいため，大線量を要する商業用ガンマ線照射施設のほとん
どで線源として用いられている。

電子線照射は，電子加速装置から発生される電子を用いる。単位時間当たりの
線量（線量率）が高く処理能力が大きいこと，また，放射性同位元素を使用せず
に電気スイッチの ON/OFF で放射線発生を制御できる利点がある。一方で，電
子線は物質中での通過力が小さいという欠点がある。

エックス線照射では，加速電子を重金属に衝突させて生じる制動エックス線を
利用し，ガンマ線と同様の大きな透過力と電子線と同様の高い処理能力とを合わ
せ持っている。

　
2.2　放射線照射施設 3）

放射線照射施設はすでに世界的に普及しており，我が国でもプラスチック製注
射器等の医療器具の滅菌や工業製品の改質（ラジアルタイヤや建材の強化）など
を行う商業用放射線照射施設が稼働している。放射線照射施設の照射室にはコバ
ルト 60 線源あるいは，電子線のスキャンボーン（ビームの出口）が，厚い遮へ
い壁に囲まれて存在する。コバルト線源は非使用時には別室（あるいは地下の）
の水槽プール等に格納されている。製品はトートボックスと呼ばれる照射容器あ
るいはパレットに積載され，コンベアシステムで迷路状の輸送経路を通って連続
的に照射室に搬送され放射線を受ける。このとき吸収されるエネルギーの大きさ
すなわち「吸収線量」は，線源からの距離，コンベアの移動速度（電子線の場合
は電子の電流量）などのパラメータによって調節され，トートボックスやパレッ
ト内の線量分布ができるだけ均一となるよう照射方向を変えて線源のまわりを繰
り返し通過する等の工夫がなされている。

図１　商業用ガンマ線照射施設（左）及び電子線照射施設（右）
source：http://www.iaea.org/Publications/Booklets/foodirradiation.pdf
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2.3　放射線の単位と吸収線量
放射線殺菌における放射線の量は「吸収線量」という物質の単位質量当りに吸

収されたエネルギーを示す単位，グレイ（Gy）で表される（1Gy ＝ 1J（ジュール）
/kg）。目的とする結果を得るためには，適正な線量範囲が存在する。線量が適
切な量よりも少なければ，目的とする効果（たとえば殺菌・殺虫効果など）は得
ることができない。一方，照射する線量が過剰であれば，食品の受けるダメージ
が大きいために，食品の商品価値がなくなる。（なお，線質の違いによる生物影
響を加味したシーベルト（Sv）という単位は，食品照射に用いられるガンマ線
や電子線の場合，1Sv ＝ 1Gy�である。）

特定の食品に対して放射線照射が適用できるか否かは，目的とする生物効果
（例えば，�腸管出血性大腸菌の殺菌など）を達成するために必要な線量（最小必
要線量）と，安全性も含めた食品としての品質価値が保たれる線量（最大許容線
量）との間に余裕がある場合に限られる。

3．食品照射の応用範囲と諸外国の実施例
照射食品の種類と線量は，目的に応じて異なり，表 1 の様にまとめられる 4）。

このうち実用化している品目は太字で示した。食品照射の目的は，衛生化（香辛

表１　食品照射の応用分野

照射の目的 線量（kGy） 対象品目
発芽及び発根の抑制 0.03 ～ 0.15 バレイショ，タマネギ，ニンニク，甘藷

シャロット，ニンジン，栗

殺虫及び不妊化 0.1 ～ 1.0 穀類，豆類，果実，カカオ豆，ナツメヤシ，
豚肉（寄生虫），飼料原料

成熟遅延 0.5 ～ 1.0 バナナ，パパイア，マンゴー，
アスパラガス，きのこ（開傘抑制）

品質改善 1.0 ～ 10.0 乾燥野菜（復元促進），
アルコール飲料（熟成促進），
コーヒー豆（抽出率向上）

腐敗菌の殺菌 1.0 ～ 7.0 果実，水産加工品，畜肉加工品，魚

胞子非生成食中毒菌の殺菌 1.0 ～ 7.0 冷凍エビ，冷凍カエル脚，食鳥肉，
飼料原料

食品素材の殺菌（衛生化） 3.0 ～ 10.0
（～ 30）

香辛料，乾燥野菜，乾燥血液，粉末卵，
酵素製剤，アラビアガム

滅菌 20 ～ 50 畜肉加工品，病人食，宇宙食，キャンプ食，
実験動物用飼料，包装容器，医療用具

太字の対象品目は諸外国も含め商業規模での流通が報告されているもの
WHO：照射食品の安全性と栄養適性（1996；コープ出版）7）などから作成
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料・乾燥野菜の殺菌および畜・水産物の病原微生物等の制御），貯蔵期間延長（バ
レイショ，ニンニクの芽止め）に加え，最近では，植物検疫処理（青果物等の殺
虫，不妊化処理）への応用が急速に伸びている。

植物検疫とは，自国の農業保護のために，国内に定着していない検疫害虫が製
品とともに輸入されて蔓延することを防ぐための防疫措置である。基本的には病
害虫発生地域からの農産物に移動制限を設けるが，薬剤くん蒸や低温，高温処理
など一定の条件を満たした消毒処理により輸入を解禁する場合がある。放射線照
射も消毒処理の選択肢となっており，米国では，放射線照射した，ハワイ産のサ
ツマイモやパパイアなどの本国への移送のほか，インド，タイ，ベトナム，メキ
シコなどから照射したマンゴー，パパイア，ドラゴンフルーツ，グアバなどの受
け入れを行っている。また，オーストラリアからニュージーランドへ向けても，
2004 年からマンゴーが，2013 年からトマトの輸出が行われている 5）。

2005 年の統計では，世界 57 ヵ国で何らかの食品について放射線照射が許可
されており，世界全体での処理量は年間 40 万 5 千トン，最大の照射品目は香辛
料・乾燥野菜類である 6）。その後の統計で世界全体の処理量を明確に把握したも
のはないが，アジア太平洋地域に限れば，2010 年の処理量は 2005 年の 18.3 万
トンから，28.5 万トンまで増加している。このうち中国での処理量は 20 万トン
強であった 7）。さらに，2012 年の中国の処理量は 76.5 万トンまで増加しており，
これらを考え合わせると 2013 年現在の世界全体での処理量は 100 万トン余りと
推定される 8）。

4．照射食品の安全性と国際規格
4.1　国際機関による安全性評価とコーデックス規格

放射線照射食品の安全性評価には，WHO（世界保健機関），FAO（国連食糧
農業機関），IAEA（国際原子力機関）が関与してきた。1980 年に実施された
FAO ／ IAEA ／ WHO の照射食品の健全性に関する合同専門家会議（JECFI）
の第 3 回会議では，「10kGy 以下の総平均線量でいかなる食品を照射しても，毒
性学的な危害を生ずるおそれがない。」という結論が出された 9）。これを受けて，
1983 年には，FAO/WHO のコーデックス国際食品規格委員会がコーデックス照
射食品に関する一般規格（Codex�General�Standard�for�Irradiated�Foods）を採
択した。

1997 年には，WHO の高線量照射に関する専門家委員会が，10kGy 以上を照
射した食品に関しても健全性評価を実施し「意図した技術上の目的を達成するた
めに適正な線量を照射した食品は，いかなる線量でも適正な栄養を有し安全に摂
取できる」として，10kGy 以上を照射した食品についても健全性に問題がない
との結論を出した 2）。これを受けて，コーデックス規格の改訂が議論され，2003
年には現行の規格が採択された 1）。
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この改訂では，吸収線量について「食品の最大吸収線量は，技術上の目的を達
成する上で正当な必要性がある場合を除き，10kGy を越えてはならない」とい
う表現をとっている。

4.2　国際植物防疫条約
WTO（世界貿易機関）下の SPS 協定では，植物防疫の分野では，IPPC

（International�Plant�Protection�Convention: 国際植物防疫条約）が定める「植物
検疫に関する国際基準（ISPM）」が唯一の国際規格となる。2003 年 4 月には，「放
射線照射を植物検疫処理法として利用するための指針（ISPM#18）」�10）が採択さ
れ，放射線照射処理は国際的に認知された植物検疫処理となった。さらに，オゾ
ン層破壊の懸念のある臭化メチルの削減に向け，国際的にも放射線処理に代替技
術としての大きな期待が寄せられており，「規制有害動植物に対する植物検疫処
理（ISPM#28）�Annex1 ～ 14」には，個別の検疫害虫の具体的な消毒処理基準と
しての最低吸収線量が設定されている 11）。

　
5．照射食品の流通管理と検知技術
5.1　コーデックス規格における工程管理

コーデックス照射食品の一般規格では，照射施設における工程管理を適正に
行うために，日付や食品の種類や線量などの条件の適切な記録と保存が述べら
れている。また，照射食品の市場流通に際して，消費者への選択権の付与を目
的に表示を義務付けている。具体的には，「包装済み食品に関する国際一般規格

（CODEX�STAN�1-1985｣12）で，容器包装に言葉による表示を行うこと，「照射食
品の一般規格」�1）で，ばら売りの食品に照射食品のシンボルマークとされている
ロゴ（Radura）を義務付けている。

5.2　EUにおける標準分析法の開発とコーデックス標準分析法
欧州では，域内統一規制における表示の裏付けとして，1990 年ごろに照射食

図 2　照射食品の国際的“ロゴマーク”Radura
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品の標準分析法（検知法）開発のプロジェクトを開始した。このプロジェクトで
は有望な方法を選定して試験室間共同試験による妥当性確認を行なった。1996
年，欧州標準化委員会（CEN）は，2 つの電子スピン共鳴（ESR）法と熱ルミネッ
センス（TL）法，炭化水素および 2-アルキルシクロブタノンを合わせた 5 つの
方法を CEN 標準分析法に制定した。その後，CEN 標準分析法（EN 規格）には，
さらに 5 つの方法が追加された 13）。

2003 年までに，コーデックス委員会の分析法部会（CCMAS）は，10 種の

表 2　CEN標準分析法とコーデックス照射食品の標準分析法

方法 分析法
番号

分析対象食品：妥当性が検証されたマ
　　　　　　　�トリクス
（妥当性確認に用いた最低線量　kGy）

Codex
位置付け

ガスクロマトグラ
フによる炭化水素
測定

EN� 1784
(2003)　

鶏肉（0.5），豚肉（0.5），牛肉（0.5），ア
ボガド（0.3）， マンゴ（0.3）， パパイア
（0.3），カマンベールチーズ（0.5）

Type Ⅱ
　

GC/MS による 2-
アルキルシクロブ
タノン類の分析

EN� 1785
(2003)

鶏肉（0.5），豚肉（1），液体全卵（1），カ
マンベールチーズ（1），サケ（1）

Type Ⅲ
　

骨の ESR 測定 EN� 1786��
(1996)

鶏肉（0.5），肉（0.5），魚（マス）�（0.5），
カエルの足（0.5）

Type Ⅱ
　

セルロースの ESR
測定

EN� 1787��
(2000)

パプリカ粉末（5），ピスタチオナッツ
の殻（2），イチゴ（1.5）

Type Ⅱ
　�

ケイ酸塩無機物の
熱ルミネッセンス
測定（TL）

EN� 1788��
(2001)
　　　　　

ハーブ・スパイス類（6），エビ（1），貝
類（0.5），生鮮（1），乾燥野菜果物（8），
ジャガイモ（0.05）�

Type Ⅱ
　�

糖結晶の ESR 測
定

EN� 13708�
(2001)��

乾燥パパイア（3），乾燥マンゴ（3），乾
燥イチジク（3），干ブドウ（3）

Type Ⅱ
　�

光励起ルミネッセ
ンス（PSL）

EN� 13751�
(2002)

ハーブ・スパイス類（10），貝類（0.5） Type Ⅲ

DEFT/APC 法
（スクリーニング）

EN� 13783�
(2001)
NMKL�137�
(2002)

ハーブ・スパイス類（5） Type Ⅲ
　

DNAコメットアッ
セイ

（スクリーニング）

EN� 13784�
(2001)

鶏肉（1），豚肉（1），植物細胞（種子類）
（1）

Type Ⅲ
　

LAL/GNB 法 *
（スクリーニング）

EN� 14569�
(2004)

鶏肉（2.5）

*Codex での採択無し
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CEN 標準分析法のうちの 9 種をコーデックス標準分析法 14）として採択した。（表
2）この表のような多様な分析法が開発された理由は，実用的な照射食品のマト
リクスや線量の範囲が多様であり，これらの全てカバーできるような単一の分析
手法が原理的に存在しないことによる。例えば，TL 法は，ケイ酸塩鉱物が分離
できる食品に適用できるが，鉱物分離が不可能なマトリクスには適用できない。
また，放射線源も必要となるため，通常の試験室が単独で試験を実施するのが難
しい。このような理由もあり，CEN 分析法には，放射線照射に対する特異性の
低いスクリーニング法も採択されている。実際の運用にあたっては，状況に応
じ，これらの方法を取捨選択，場合によっては組み合わせて利用することが必要
となる。

5.3　我が国の通知法
厚生労働省は独自に CEN 標準分析法の検証を行い，その成果に基づいて，

2007 年 7 月に香辛料や乾燥野菜に適用する TL 法を通知した。その後も研究を
続け，TL 法での適用食品を拡大するとともに，2010 年には，脂質を含む食品
を対象とした 2-アルキルシクロブタノン法を，さらに，2012 年 9 月には，骨ラ
ジカルと糖結晶ラジカルを測定対象とした ESR 法を通知した 15）。これらの方法
は，検疫所における輸入食品のモニタリングで活用されており，この方法を適用
して照射の痕跡が検知された場合には，食品衛生法 11 条に違反したものとして
措置される。このような背景も有り，通知法では擬陽性率の低い確定的な方法が
とられている。

6．食総研における研究
食総研には，食品の照射効果についての長い研究実績がある。研究用のコバルト

線源を有していることから，厚生労働省の通知法制定に協力するとともに，それ以
前から食品産業界のコンプライアンス達成を支援する目的で，検知法の検証と普及
のための研究を実施してきた。食総研での研究成果としては，東京都立産業技術セ
ンターとの共同研究による，国産光ルミネッセンス（PSL）装置の開発 16），農林水
産消費安全技術センター（FAMIC）と共同で実施したエックス線を標準照射用
の線源に使った TL 法の開発 17），バレイショなど低線量照射に対応した TL 法，�
PSL 法の検証，2-アルキルシクロブタノン法の特異性再確認や改良などがある。
ここでは，利用率の高い TL 法，PSL 法，2-アルキルシクロブタノン法の解説も
かねて後者 2 つの話題について紹介する。

6.1　TL/PSL 法による照射バレイショおよびニンニクの検知
ケイ酸系鉱物（長石や石英）や生体内の無機物質などが放射線のエネルギーを

吸収すると，その電子の一部が励起された後，結晶中にある正孔と呼ばれる空洞
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や不純物にトラップされて準安定な状態になる。この状態の電子（捕獲電子）は，
熱や光のエネルギーを受けると，光を発しながら安定な状態に戻ってゆく。加熱
による発光を熱ルミネッセンス（Thermoluminescence:TL），光で励起されるも
のを光（励起）ルミネッセンス（Photostimulated�luminescence:PSL）と呼ぶ。

農産物表面や香辛料類には土壌由来の鉱物の付着あるいは微量混入があるた
め，これらに由来する TL あるいは PSL 現象を観測することで，照射食品の検
知に応用できる。

TL 法では，測定試料が 400℃程度まで加熱されるため，鉱物を食品から分離
精製する作業が必要である。食品から分離される鉱物の発光特性や線量に対する
シグナルの強度は，その種類によって異なるため，CEN 標準分析法（EN1788）18）

や通知法では，測定後の（鉱物）試料に対して既知線量（通常 1kGy）の放射線
を照射して再度発光を測定し，初期発光量に対する比（TL 比）を求めて判別を
行う。検知の判別精度は良好であり，香辛料などの実用的検知法として信頼性が
高い。

以下にバレイショに付着する土壌中の鉱物を対象とした，TL 法の実施例を紹
介する 19）。

国内の 9 カ所の産地で収穫されたバレイショに 50 ～ 150Gy のガンマ線を照射
して，その TL スペクトルを測定した。TL スペクトルは産地によってその形状，
単位重量あたりの発光量にかなり差があり，これは産地の土壌に含まれる SiO2
以外の要素（珪酸塩等）に起因すると考えられた。典型的なスペクトルの例を図
3 に示す。測定試料（鉱物）重量当たりの発光量の頻度分布を作成すると，品種

図 3　北海道産バレイショに付着した鉱物の熱ルミネッセンス（TL）スペクトル
（市販のバレイショを食総研でガンマ線照射して測定）
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や産地間の発光応答の違いから非照射（コントロール）と 50Gy 照射，50Gy と
150Gy 照射の間に分布の重なりが見られたが，250Gy�で標準照射した TL 比を用
いて頻度分布を作成すると処理の違いによる分離が明確になった。また，コン
トロール試料の TL 比はほとんど 0.1 以下になった（図 4）。次に照射後の流通の
過程における TL 発光強度の減衰について検討した（図 5）。TL シグナルの減衰
は貯蔵中の光条件に強く影響されることが示された。ただし，150Gy 照射のバレ
イショの TL 比は，明所で 5 ヶ月間貯蔵しても，コントロールと明確に分離でき
た。また，士幌アイソトープセンターで処理されたガンマ線照射バレイショを小
売店経由で購入し，表示される照射処理日から 4 ～ 6 ヶ月の期間に 24 個を分析
すると，TL 比の平均値は，0.33�± 0.04 で，分析値はすべて 0.2 ～ 0.4 の範囲に分
布し，分析試料はすべて照射と判別された。このように，国内の九州から北海道

図 5　長期貯蔵による熱ルミネッセンスの減衰
左．�150Gy 照射したバレイショの熱ルミネッセンス（TL）スペクトル（glow�1）の
　　経時変化
右．貯蔵条件の違いによる TL 比の減衰

図 4　�国内 9カ所で収穫したバレイショを照射して求めた熱ルミネッセ
ンス（TL）発光量と TL比の頻度分布
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までの産地のバレイショについて検知が可能で，市場流通する照射バレイショの
判別も可能なことが確認できた。

ニンニクについても，食総研で照射を行って TL 測定を行ったところ，照射 1
年後であっても明瞭な発光スペクトルが観測され TL 比も非照射試料と明瞭な分
離が可能であった（図 6）�20）。

PSL 法は TL 法に比較して食品付着の鉱物試料分離する必要がない長所を持
ち，直接迅速測定が可能である。バレイショを切断して，土壌の付いた表面を外
向きになるようにシャーレ（直径 5cm，高さ�1cm）に入れ，われわれが開発し
た PSL 装置を用いて測定した。最初に光励起を行わない状態でバックグラウン
ドとなる試料の自家発光を記録し，次に LED 照明を点灯して発光強度の経時的
な変化を記録すると，放射線照射された試料では励起光照射後，発光が極端に増
加した後に徐々に減衰してゆく PSL 現象が観察されるが，コントロール区では
この変化が少なかった（図 7）。国内 9 カ所から集めたバレイショを 50Gy�およ

図 6　照射ニンニクの熱ルミネッセンス（TL）発光曲線
（左：照射後 3 週間 ,　右：照射後 1 年）

図 7　照射バレイショの光ルミネッセンス（PSL）応答
（24 時間後，右：非照射試料の拡大）
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び 150�Gy�で照射して同様の測定を行い，自家発光分をバックグラウンドとして
差し引いた 90 秒間の積算発光量を求めてプロットした（図 8）。照射試料とコン
トロール試料との間には明瞭な差が認められた。ただし，非照射の試料であって
も，産地によっては PSL 発光が認められ，通常の香辛料試料などと比較して大
きな積算発光が観測された。これは，自然放射線を多く吸収した鉱物を大量に含
む土壌が付着したバレイショ表面を直接測定していることによる。図 8 のプロッ
トに市販の照射バレイショ（購入後，暗所で 2 ヶ月間保存）の測定結果を加える
と，実験室で照射した各産地の積算発光量の分布と重なり，PSL 測定により照
射の履歴を確認できる可能性が示された。ただし，PSL 発光は光照射により減
衰することから，室内光の下にバレイショを数時間置いただけでも検出が不可能
になる。したがって段ボール箱中のバレイショを仕入れた後に，小分けして店頭
販売される前までであれば確認が可能であろう。一方，TL 測定では表面だけで
はなく，陰になる部分からも土壌を洗い落して鉱物分離を行うため，室内光の照
明下に置いた試料でも検知が可能であった。

香辛料の場合，通常の食品としての品質を考慮した保管・流通条件であれば，
発光素体となるケイ酸塩などが存在する限り，照射後数年経っても PSL での検
知が可能である。PSL 測定では，試料の産地等により自然放射線の影響が大き

図 8　産地の異なるバレイショの光ルミネッセンス（PSL）発光積算量
（暗所 24 時間後）　　A ～ E　市販非照射バレイショを実験室で照射

　◇コントロール，○�50Gy，▲�150Gy
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な鉱物が含まれることもあり，非照射の試料であっても PSL 発光が観測され偽
陽性の判定結果を与えることがある。このような場合でも，TL 測定において発
光曲線を確認すると，自然放射線由来の発光は，発光極大温度が高温側（300℃
付近）にあるため，発光スペクトルによる区別が可能である。

6.2　2-アルキルシクロブタノン法に関する検討
2-アルキルシクロブタノン類（2-ACBs）は，脂肪の放射線分解生成物で，前

躯体となる脂肪酸より炭素数が 4 つ少ないアルキル基を側鎖に持つ環状ケトンで
ある（図 9）。この化合物は，加熱などでは生成せず，放射線照射のみで生成す
る放射線特異的分解物（Unique�Radiolytic�Product）であり 21），GC-MS により
検出する分析法が，コーデックスの標準分析法（EN1785）�22）や通知法に採用さ
れている。ところが，2008 年になって，この化合物が非照射の天然カシューナッ
ツおよびナツメグから検出されたとの報告 23）があり，この方法の照射検知法と
しての信頼性に疑義が生じた。

そこで，2-ACBs を高感度に検出するため高分解能質量分析装置（HRMS）を用
い，ナツメグおよびカシューナッツについて 2-ACBs の天然存在の真偽を確認し
た。図 10 に天然非照射ナツメグの GC-HRMS クロマトグラムの例を示す。HRMS
を用いることで，シクロブタノンに特徴的な定量イオンと確認イオンの精密質量
を選択的に検出することが可能となり，非照射ナツメグに添加した標準物質の 2-
デシルシクロブタノン（2-DCB）および，2-ドデシルシクロブタノン（2-dDCB）を，
従来の四重極質量分析計（Q-MS）より高感度に検出できた。同時に分析した来
歴の異なる 5 種類の非照射ナツメグでは，いずれも 2-ACBs に該当するピークは
検出されなかった。同様に，2 種類のカシューナッツについても非照射品からは，
2-ACBs は検出されなかった。照射したナツメグおよびカシューナッツからは，

図 9　�放射線照射によって脂肪酸から生成する 2-アルキルシクロブ
タノン類（2-ACBs）
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従来の報告と同程度の，先駆脂肪酸 1mmole あたり 1kGy の照射で数 nmole の効
率で，線量依存的な 2-ACBSs の生成が確認された 24）�25）。

2-ACBs の放射線特異的生成の真偽については 2011 年に公表されたヨーロッ
パ食品安全機関（EFSA）の評価書の中でも，さらなる検証の必要性が指摘され
ており 26），われわれの検討結果は，2-ACBs を指標とする照射検知法の信頼性を
検証するものとなった。なお，最近になって，LC-MS/MS を使ったナツメグ，
カシューナッツ等の種実類の高感度分析においても，天然物（非照射）の試料か
らは，2-ACBs が検出されなかったとの報告がなされている 27）。

6.3　複数手法による照射エビの検知例
エビの放射線照射は，衛生化の目的でタイ，ベトナム，ベルギー，中国等の諸

外国で実用化している。エビの検知法としては，背腸に含まれる鉱物を対象とし
た PSL および TL 法の適用可能性がある。そこで，わが国で入手される輸入エ
ビへの PSL 法の適用可能性を調べた。図 11 に示すように，複数産地の冷凍エビ
を入手して 1kGy の照射を行ったあと，背腸を取り出してその内容物をろ紙に広
げて測定を行うと，照射品では明瞭な PSL が観測された。一方，非照射品では，

図 10　天然非照射ナツメグのGC-HRMSクロマトグラム
（2-デシルシクロブタノン�溶出時間付近）
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いずれのロットでも発光の立ち上がりは観測されなかった。積算発光量は来歴に
よって異なるものの，照射品と非照射品とは，明瞭に分離した 28）。

TL 法でも，鉱物を，塩酸加水分解により抽出して測定すると，照射品では，
通知法や CEN 標準分析法の判定基準である 150 ～ 250℃の温度帯に発光極大が
観測され，TL 比も 0.1 を超えていた。また，低線量照射（0.5�kGy）した検体を，
照射 2 ヶ月間－ 18℃で保存した場合，TL 比がやや減少したものの照射の判定は
可能であった 29）。

図 11　光ルミネッセンス（PSL）による照射エビの検知

図 12　エビの熱ルミネッセンス（TL）発光曲線
コントロール試料（a）と 0.5kGy�照射試料（b）
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上述のように，背腸が存在するエビであればルミネッセンス法の適用が可能で
あるが，わが国には予め下処理して背腸を抜いた状態のエビも輸入されている。
エビに含まれる脂質は 1％未満であり，抽出脂質を精製して 2-ACBs を測定する
には，通常の抽出と精製では，夾雑物が多く分析が難しかった。しかし，ヘキサ
ンによる直接溶媒抽出と新規な固相抽出カラム精製法（シリカカラムおよびス

図 13　2-アルキルシクロブタノン検出による照射エビの検知

表 3　照射冷凍エビ背腸の貯蔵中の TL比　

貯蔵
期間

線量（kGy）
0 0.5 2.5

1�日 0.0013 ± 0.0002ax* 0.583 ± 0.041ay 2.187 ± 0.216az

60�日 0.0014 ± 0.0003ax 0.529 ± 0.081by 1.864 ± 0.295bz

a-b　�同一線量内での貯蔵期間による比較，
x-z　照射後の貯蔵期間内での線量による比較，同一文字間での有意差無し
いずれも weltch の t 検定による
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ルホキシド修飾カラムの組み合わせ）に改良すると，クロマトグラムは向上し，
2.5kGy�以上の照射エビにおいて，2-ドデシルシクロブタノン（2-dDCB），と 2-
テトラデシルシクロブタノン（2-tDCB）の検出が可能であった 29）。

このように，同じマトリックスであっても，加工・流通状況が異なる場合があ
るため，複数の検知法を整備してゆくことで，実用的な検知が可能となる。

7．おわりに
我が国では，バレイショの周年安定供給を目的に 1974 年より北海道 JA 士幌

の照射施設において照射が開始された。近年の処理量は年間 6 千トン程度であ
る。2006 年からは，産地側から小売店での表示をより徹底してもらう方針で表
示確約販売を実施し，店頭表示に合意した流通業者に，照射日時の入った小売
パッケージ用のラベルシールを同封した 10�kg 段ボール箱の“芽止めじゃがいも”
を出荷している。

バレイショ以外の食品についての放射線照射の適用については，慎重な姿勢が
続いている。放射線の透過性や非加熱処理の特性を考えると，食品照射技術は，
一部の品目に対して他の処理では代替できないメリットをもたらす可能性があ
る。今後，この技術についての議論が，科学的根拠に基づいて冷静に行われるこ
とを望むとともに，そのための根拠となるデータの収集と提供を継続してゆきた
い。

（食品安全研究領域　放射線食品科学ユニット　等々力　節子）
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Ⅳ　食品研究における蛋白質レドックス制御
～解析技術からグルテンフリー米粉パンまで～

1．はじめに
蛋白質は私たちの体で重要な役割を果たす。体を動かす筋肉だけではない。眼

球水晶体にある透明な蛋白質，髪の毛，爪，骨など特徴的な構造を形づくる蛋白
質，食べ物を消化する酵素，免疫に関わる抗体，酸素を運ぶヘモグロビンも蛋白
質だ。その働きには枚挙にいとまがない。

蛋白質の基本構造は非常に単純で，数十から数百個におよぶアミノ酸が直線状
につながっただけである。それでもアミノ酸は 20 種類あり，それぞれがユニー
クな構造をしているため，例えば 5 個つながっただけでも 205 ＝ 320 万種類のバ
ラエティに富んだものができることになる。一本鎖の蛋白質は酸・塩基性，親
水・疎水性など，様々なアミノ酸を含むため，それぞれが相互作用しあって一つ
ひとつの蛋白質に特有の立体構造を形成し，多様な役割を果たすことを可能にす
る。蛋白質の構造や機能については解説書等 1）でわかりやすく解説されている
ので参考にされたい。

一方，基本的には 1 本鎖の蛋白質も特定の部分で架橋（ジスルフィド結合）を
形成する場合がある（図 1）。この架橋はシステインという，SH 基をもつアミノ
酸同士の間で可逆的に生じるが，架橋が切断される場合は水素（H）が付加する
ため還元（Reduction）反応になり，逆に，架橋される場合には水素が除去され
るため酸化（Oxidation）反応になる。そこで，この反応をレドックス（Redox）
反応と呼ぶ。

生体では主にプロテインジスルフィドイソメラーゼ酵素（PDI）が酸化反応を
触媒し，チオレドキシン酵素や，3 つのアミノ酸がつながったペプチドであるグ
ルタチオンが還元反応を触媒する。例えば種子貯蔵蛋白質は PDI の作用で分子
内ジスルフィド結合を形成し，折りたたまれた（フォールディング）状態で貯蔵
器官であるプロテインボディにコンパクトに収納される。一方，種子が発芽す
る際には，チオレドキシンなどの還元酵素がジスルフィド結合を切断し，アン
フォールドすることでその後のプロテアーゼによる分解を容易にする。

架橋形成により蛋白質はその構造が大きく変化する。また，架橋，切断で蛋白
質の機能が変化する場合があり，生体が環境から刺激を受けてから反応するまで
の情報伝達にも用いられる。こうしたレドックス制御による生理機能の調節は，
植物では光合成，発芽，高温・乾燥耐性，耐病性などに，また，動物では様々な
病態やストレスに関係することが報告されている 2）。地球温暖化などの自然環境
の変化，社会環境におけるストレスの増加などから，レドックス研究の重要性は
いっそう高まりつつある。網羅的な解析手法があれば未知の重要なレドックス機
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構を解明することができ，さらにその制御による有用な植物・食品の開発が期待
できる。本稿では著者らがこれまで実施した研究を中心に，内外の研究事例も併
せ，植物・食品分野における蛋白質レドックス機構の解析・制御に関する研究を
紹介する。

2．レドックスプロテオミクスの開発
筆者らはカリフォルニア大学と共同で蛋白質レドックス変化を包括的に解析

する方法を開発した（図 2）3）。原理は極めて単純で，細胞から蛋白質を抽出す
る際に遊離の SH 基を蛍光修飾し，二次元電気泳動で蛋白質を分離するだけで
ある。落花生種子に含まれるチオレドキシンの標的蛋白質（ターゲット）を in 
vitro 反応で検出した例について図 2 を用いて紹介する。まず，様々な蛋白質を
含む抽出物に還元酵素チオレドキシンを作用させるとターゲット蛋白質のジス
ルフィド結合が切断される（A）。ターゲットでない蛋白質のジスルフィド結合
は切断されず架橋したまま残る。続いて，ジスルフィド結合を形成していない遊
離の SH 基を特異的に蛍光標識するモノブロモビマン（mBBr）を作用させると，
チオレドキシンによって露出した SH 基に反応するため，細胞抽出物中のター
ゲット蛋白質が選択的に蛍光標識される。

これを 1 次元目は非還元状態で，2 次元目は還元状態で行う対角線二次元電

図 1．�蛋白質ジスルフィド結合の架橋・切断によるレドックス変化

1 
 

図 1. 蛋白質ジスルフィド結合の架橋・切断によるレドックス変化 
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気泳動で分離する（B）。この電気泳動では界面活性剤ドデシル硫酸ナトリウム
（SDS）によって負に帯電した蛋白質がアクリルアミドの網の目の中を通過しな
がら陽極に泳動するため，一般的に分子量が大きいものほど泳動距離が短く，分
子量が小さいものほど泳動距離が長くなる。ジスルフィド結合をもたない蛋白質
は 1 次元目と２次元目で大きさが同じであるため泳動距離が等しく，対角線上に

図 2．�レドックスプロテオミクスの原理
文献 3 より許可を得て転載2 

 

図 2. ジスルフィドプロテオームの原理
文献 3 より許可を得て転載 
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泳動する（B【原理図】「処理前」緑色のスポット）。分子間ジスルフィド結合を
もつ蛋白質は，1 次元目では複数の蛋白質が結合したままひとつのかたまりとし
て泳動する。これを還元剤で処理した 2 次元目では結合が切断されるため，ばら
ばらになった蛋白質がそれぞれ単独で泳動する。このため 2 次元目では分子量が
小さく，泳動距離が長くなるため，対角線の下側に泳動する（赤色のスポット）。
逆に，分子内ジスルフィド結合をもつ蛋白質は 1 次元目ではコンパクトな状態，
2 次元目ではアンフォールドされた状態で泳動するため後者の方がみかけの分子
量が大きく，対角線の上側に泳動する（青色のスポット）。一方，チオレドキシ
ン処理を行うと，ターゲットは泳動前にジスルフィド結合が切断され，mBBr に
より蛍光標識されるので，365nm の紫外線イルミネータ上で対角線上の蛍光ス
ポットとして検出される（B【原理図】「チオレドキシン処理」）。この後，総蛋
白質をクーマシーブルー（CBB）で染色する。

実際の泳動図を右側に示した。細胞抽出物をジチオスレイトール（DTT）の
ような強力な還元剤で処理すると，全ての蛋白質においてジスルフィド結合が還
元され，mBBr による蛍光標識を受けるため，蛍光スポットとして対角線上に並
ぶ（「DTT 処理」）。一方，チオレドキシンで処理した場合にはジスルフィド結合
が切断されたターゲットだけが対角線上に泳動し，蛍光スポットとして検出され
る（「チオレドキシン処理（5 時間）」）。目的のスポットから蛋白質を抽出し，ア
ミノ酸配列を決定することでターゲットを同定する。ひとつの蛋白質が複数のジ
スルフィド結合をもつ場合には，反応条件によってそのうちいくつかが切断され
ずに残ることがある。その場合は対角線の上（分子内ジスルフィドの場合）また
は下（分子間の場合）に蛍光スポットとして検出される（同（3 時間）「部分的
還元」）。

一方，一般的に用いられる等電点 / 分子量二次元電気泳動では，1 次元目を蛋
白質の等電点により，2 次元目を分子量の大きさにより分離するが，チオレドキ
シン処理前と処理後で蛍光強度を比較することでターゲットを検出できる（図
2C）。本例では，落花生種子に含まれる 2 種類の機能蛋白質と 3 種類のアレルゲ
ンがチオレドキシンのターゲットとして同定された。チオレドキシン依存的に起
こる植物生理機構の解明や，後述するようにアレルゲンの低減化技術の開発につ
ながる知見が得られている 3）。

対角線二次元電気泳動を用いるとチオレドキシンが作用したのが分子内，分子間
ジスルフィド結合のいずれであるかが判別できる。等電点・分子量二次元電気泳動
を用いるとスポットの解像度が高い。実験の目的に応じていずれかを選択できる。
図 2 では in vitro 反応を例に手法の原理を紹介したが，環境変化によってレドック
ス状態が変化する蛋白質を in vivo で調べるのにも利用されている 4,�5）。

また，レドックスプロテオミクスは生化学の汎用機器を用いて簡便に実施でき
る。筆者らは，2 次元電気泳動装置以外に UV サンプル撮影装置 FAS（東洋紡社製）
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と，302/365nm の切り替えができるイルミネータ FAS-2512M（同社製），バンドパ
スフィルター（Kodak�Gelatin�Filter�No.8）を使用しているだけである（図 3）。

本手法は，同時期に開発された原理の異なる東工大・久堀徹教授らの手法 6）

と併せ内外の研究機関で広く活用され，2009 年時点で植物チオレドキシンの 400
以上のターゲットを同定し，その生理メカニズムの解明に貢献してきた。フラン
ス国立農業研究所（INRA）の Montrichard らが両手法とその改良法などにより
同定されたターゲットを整理・要約し，リストを公開している 7）。今後も内外の
研究機関で利用が進み，レドックス研究進展の一助となることを期待している。

3．種子貯蔵蛋白質の消化機構の解明
筆者らはレドックスプロテオミクス手法を用いて種子発芽における貯蔵蛋白質

の分解機構を解析した。詳細は原著 4,�8）に譲るが，分子内ジスルフィド結合によ
りプロテインボディにコンパクトに収納された貯蔵蛋白質をチオレドキシンがア
ンフォールドし，同時にそれを消化するプロテアーゼを活性化することで効率よ
く分解する機構を明らかにしている。図 4 はイネ種子糠層からの抽出物にチオレ
ドキシンを作用させたものである。黄色い丸で囲んだスポット 1，2，3 は多数の
分子内ジスルフィド結合によりコンパクトな形状をもつ Embryo-specific�protein

（EPR）であるが（図 4A），これにチオレドキシンを作用させると EPR のスポッ
トが消失する（同 B）。一方，システインプロテアーゼの阻害剤ロイペプチン存
在下でチオレドキシンを作用させると EPR は消失せず，蛍光標識されたスポッ

図 3．レドックスプロテオミクスに使用する機器

3 
 

  

図 3. ジスルフィドプロテオミクスに使用する機器

ﾊﾞﾝﾄﾞﾊﾟｽ
ﾌｨﾙﾀｰを装着

ﾓﾉﾌﾞﾛﾓﾋﾞﾏﾝ(mBBr)
が検出できる波長 
をもつイルミネータ 
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トとして検出される（同 C）。以上のことからチオレドキシンは EPR の分子間ジ
スルフィド結合を切断してアンフォールドし，これを消化するシステインプロテ
アーゼを活性化することが推察された。基質と酵素の両者に働きかけることで迅
速に貯蔵蛋白質を分解するメカニズムが明らかになった。In vivo でも同様の現
象が観察されることを確認している 4）。

4．アレルゲン性との関連について
こうした植物に特徴的な貯蔵蛋白質の分解機構は , 動物が種子を食物として摂

取した際の，蛋白質のアレルゲン性に関連する（図 5）。前述のように，植物種
子ではジスルフィド結合を架橋することで貯蔵蛋白質がコンパクトな形状で収納
されている（A）が，発芽の際にはチオレドキシンなどの働きで貯蔵蛋白質のジ
スルフィド結合が切断され，蛋白質の分子構造をアンフォールドすることで消化
しやすくする。片や動物が食物として種子（穀物）を食べる際には，ジスルフィ
ド結合が架橋したまま消化しようとする（B）。蛋白質のなかでもジスルフィド
結合が架橋した領域はプロテアーゼ消化されにくく，切れ残りの断片が生じ，こ
れがアレルゲンになる可能性があることが示唆されている 9）。前述のレドックス
プロテオミクス手法を改変し，ジスルフィド架橋を特異的に蛍光標識する 10）と，
ソバ種子の塩可溶性蛋白質ではプロテアーゼ耐性をもつペプチド断片がジスル
フィド結合をもつことが示された 11）（C）。アレルゲン蛋白質が必ずしもジスル
フィド結合をもつとは限らず，その逆に，ジスルフィド結合をもつ蛋白質がアレ
ルゲンであるとは限らないが，蛋白質のジスルフィド架橋とプロテアーゼ耐性，
アレルゲン性には興味深い関連があることは明らかである。

図 4．イネ種子糠蛋白質へのチオレドキシンの作用
CBB：クーマシーブルー色素による総蛋白質の染色�
UV：SH 基が蛍光染色された蛋白質の検出
文献 4 より許可を得て転載
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図 4. イネ種子糠蛋白質へのチオレドキシンの作用 
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5．レドックス制御の植物・食品への応用
1）�チオレドキシンを利用した研究

ジスルフィド結合とアレルゲン性に関する知見を活かして食品を低アレルゲン
化する試みが進行している。カリフォルニア大学は小麦抽出物 12）や牛乳 13）にチ
オレドキシンを作用させると，プロテアーゼ消化性が向上すること，また，イヌ
を用いた実験からアレルゲン性が低下することを報告している。遺伝子組換え体
を用いた研究も実施され，大麦胚乳でチオレドキシンを最大で 30 倍に過剰発現
させたところ，種子貯蔵蛋白質の可溶性が高まり，発芽が促進されることが見出
された 14）。これら一連の研究成果は，チオレドキシンを用いて食品を加工した
り，植物を改変したりすることで低アレルゲン食品素材として利用できる可能性
を示唆する。最近では京都大学からのベンチャー企業レドックス・バイオサイエ
ンス社がチオレドキシンを利用した低アレルゲン食品の実用化研究を進めてい
る。淀井らのグループは酵母から高濃度のチオレドキシンを含む抽出物を得，こ
れを乳アレルゲンのβ- ラクトグロブリンや卵アレルゲンのオボムコイドに作用
させたところプロテアーゼ消化性が向上し，動物実験によりアレルゲン性が低下
することを実証した 15）。

図 5．動・植物における蛋白質消化機構の比較
文献 11,�16 より許可を得て転載
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一方，チオレドキシンの食品利用には克服すべき課題がある。チオレドキシン
は還元状態で働くが，これには還元力のもととなるニコチンアミドアデニンジヌ
クレオチドリン酸（NADPH）と，NADPH の還元力をもとにチオレドキシンを
還元するチオレドキシンレダクターゼを要する。今後は，食品原料だけでチオレ
ドキシンを活性化（還元）する技術を確立できるかどうかが食品利用の実用化へ
の重要な鍵になる。

チオレドキシンの利用は低アレルゲン化にとどまらない。詳細は拙著総説 16）

で紹介しているが，チオレドキシンを過剰発現させたタバコ葉ではデンプンの
蓄積量が 7 倍，発酵に利用できる糖が 5 倍に増加することが報告された 17）。葉 1
トンあたりから 40L のバイオエタノールが得られる計算になり，野生型から得
られる量の 10 倍に相当する。チオレドキシンを高発現させたタバコがバイオ燃
料生産の有効な資源となる可能性を示唆し，レドックス制御が幅広い産業分野で
応用できることを示す研究成果である。反対に，チオレドキシンの発現を抑制す
ることにより白色小麦では穂発芽が抑制されること 18），ジャガイモでは低温貯
蔵による糖蓄積が低下しフライドポテトのアクリルアミド抑制につながること 19）

などが報告されている。まだ基礎研究の段階ではあるが，チオレドキシンによる
植物生理機構の制御を利用した新規植物の開発，さらにそれらの食品改良への応
用に関する興味深い知見である。

2）グルタチオンを利用した研究
同様にグルタチオンの利用も進んでいる。グルタチオンは酵母エキスから精製

して得ることができ，世界の年間消費量 100 トンのうち，日本のメーカー 2 社が
その 8 割を工業生産する。酵母エキスは内外で食品として利用でき，これから精
製したグルタチオンは米国や東南アジア，台湾などで食品として，日本では医薬
品として利用されている。次に著者らが行っている，グルタチオンを利用したグ
ルテンフリーパンの研究について簡単に紹介する。

近年，途上国における急激な人口増加，肉食中心の食生活へのシフトなどによ
り，世界の穀物需要は逼迫しつつある。2012 年末には，世界最大の小麦輸出国で
ある米国が深刻な干ばつ被害にあったことでトウモロコシや大豆の価格が高騰し，
これに伴って小麦の価格が上昇した。国内で消費される小麦の 86％を海外からの
輸入に頼る日本はその影響が避けられない。我が国の食料自給率はカロリーベー
スで 39％，生産額ベースで 68％（いずれも平成 24 年度調査）であり，先進国の
なかでも際だって低く，食料の確保は輸入先の政治・経済的な影響を受けやすい。
そこで，自給率を向上し，国内における食糧の安定な供給を諮ることは我が国の
重要な課題である。一方，米は古来より日本人の主食であり，日本の農地で完全
自給が可能な数少ない農産物の一つである。このため米粉を主原料としたパンを
開発すれば自給体制の向上に貢献できる。また，小麦，甲殻類，果物類が成人の
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食物アレルギーの上位 3 主因であり 20），小麦依存性運動誘発アナフィラキシーな
ど重篤な症状を引き起こす場合も報告されているため 21），小麦アレルギーは特に
注意が必要とされるものの一つである。自給率の向上と，小麦アレルギーの回避
を目的とし，筆者らは小麦粉を使わずにパンを作る研究を開始した。

まず，米粉からグルテンのような粘り気のある蛋白質をつくることができない
か検討した。小麦粉に水を加えて練ると，粘り気のある，つながった生地ができ
る。これは，小麦粉に含まれる蛋白質が分子間ジスルフィド結合によるネット
ワーク（グルテン）を形成したことを示す。この構造により小麦粉の生地は発酵
の際，酵母が出す炭酸ガスを閉じこめることができ，生地が膨らむ。一方，米粉
の場合はグルテンのもとになる蛋白質がないため，小麦粉やグルテンを使わずに
米粉からパンを作るのは容易ではない。

著者らは当初，米粉に含まれる蛋白質の構造を変化させ，グルテンのような蛋
白質のネットワークを形成させることで発酵ガスを閉じこめ，米粉パンを膨らま
せることができるのではと考えた。そこで分子内ジスルフィド結合が多い米の蛋
白質を分子間型に変換するよう，米粉生地に還元型や酸化型のグルタチオン（図
6）を添加し，発酵・焼成などの条件検討を行ったところ，いずれを用いても生
地が膨らむことがわかった 22,�23）。

図 6．還元型および酸化型グルタチオンの構造
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還元型グルタチオン 

図 6. 還元型および酸化型グルタチオンの構造
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しかし，グルタチオンを添加した米粉生地は，小麦粉の生地のように粘り気の
あるつながったものではなく，液状である（図 7A,�B）。また，発酵中の生地は
メレンゲのようにふわふわしたもので，スコップで一部をすくい取ることができ
る（C）。小麦粉の生地の場合はスコップですくおうとすると餅のように全体が
くっついてくる（D）。こうした性状の違いから，グルタチオン米粉生地の場合
には，グルテンのような蛋白質のネットワークとは異なったメカニズムで発酵ガ
スが閉じこめられているようである。

生地が膨らむメカニズムはまだ不明であるが，パデュー大学の Hamaker 教授
らは穀物種子澱粉粒にジスルフィドで高分子化した蛋白質が作用し，これが澱粉
粒の吸水を妨げるバリアとして働く可能性を報告している 24）。著者らは，グル
タチオンを添加して作ったパンや生地の微細構造解析等の結果から，グルタチオ
ンがこの高分子バリアに作用し，そのジスルフィド結合を切断することで澱粉の
吸水が促進され，均一性と粘度がともに高い生地ができ，パンが膨らむのではな
いかと推察している。この仮説の検証は今後の課題であるが，いずれにせよ，グ
ルタチオンがまだ構造や働きがよくわかっていない未知のメカニズムに作用し，
グルテンフリーのパン生地を膨らませたと考えられる。

前述のように精製したグルタチオンは日本では医薬品に分類されるため，食品
には利用できないが，精製前の酵母エキスを用いてもパンを膨らませることがで
きる。グルタチオンパンの場合には，チオレドキシンのように他の還元剤や酵素
の添加を必要としないので，添加物を一切用いず，「食品」だけでグルテンフリー
パンをつくることができる（特許出願中）。現在，民間企業と共同でパンの品質
向上など，実用化を進めている。

7 
 

図 7. グルタチオンを添加した米粉生地、小麦粉生地の比較 
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この知見は，穀類に限らず，ジスルフィド結合の改変により様々な食品素材か
ら新しい食品を開発できる可能性を示唆するものである。上述の高分子バリアが
in vivo でどのような役割を果たしているのか，また，稲の種子発芽時にどのよ
うな変化を受けているのかは不明であるが，米に限らず植物・動物など，食品原
料には食品の物性・機能性などの品質に影響を与える未利用の微細構造や生理メ
カニズムが存在すると考えられる。それらがジスルフィド結合により維持されて
いる，あるいはレドックス反応依存的に機能する場合には，チオレドキシンやグ
ルタチオンによりその構造や機能を改変することで様々な食品の開発が可能であ
ることが示唆される。

食品だけではない。小川健一ら岡山県農林水産総合センター・植物レドックス制
御研究グループは，グルタチオンを用いた植物生理の制御や，作物の収穫量・品質
を向上させる研究に取り組んでいる。例えばトルコギキョウが栄養生長から生殖生
長に切り替わるには春化（低温処理）が必須であるが，同グループはグルタチオン
や，グルタチオン合成の原料であるシステインを培地に添加すると春化処理しなく
ても転換が生じることを見出した。この効果はグルタチオン合成の阻害剤であるブ
チオニンスルフォキシミン（BSO）により妨げられ，グルタチオンの添加により回
復するが，グルタチオン合成の原料であるシステインでは回復しない。これらのこ
とから，春化により誘導される栄養成長から生殖成長への転換にはグルタチオン合
成が関与し，グルタチオン特異的に制御されると推察される 25）。また，グルタチ
オンの合成に関与する GSH1 遺伝子をシロイヌナズナで過剰発現させると , 春化
と同じ効果が遺伝子発現や表現系で観察されることが示された。グルタチオンの
投与や植物体での発現制御により植物生理をコントロールできることを示す成果
である。

こうした知見は春化に限らない。グルタチオン溶液を作物の葉に噴霧したり，
培地に加えたりすることで，トウモロコシの収穫量が増加するなど，作物の収量
性の向上に寄与する可能性が期待されている。小川らはこれを“グルタチオン農
業”26）と名付け，光合成効率を飛躍的に高めた作物の開発について実用化を進め
ている。また，葉緑体ストロマの肥大など，グルタチオンの作用による微細構造
の変化も確認されており，どうして収量が増大するのか，そのメカニズムの解明
も並行して進められている。

6．今後の展望
チオレドキシンやグルタチオンを利用したレドックス制御による植物機能の向

上や食品の開発研究は急速に発展しつつある。未知の，あるいはまだ利用されて
いない植物や食品素材のメカニズムにレドックス刺激を与えることで，新規植物
や食品の開発に有効に利用されることが期待できる（図 8）。

一例として，最近純粋培養が可能になったユーグレナ 27）の培養条件を変化さ
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せることで光合成効率を向上させたり，新規栄養物質を生産させたりできるかも
しれない 28）。また，培養液にグルタチオンやチオレドキシンの精製物を与えな
くても，それらを産生する酵母との共培養によって作用させることも可能かも知
れない。他にも，最近食品としての活用が注目される昆虫や，土壌改良剤・化粧
品・再生医療素材としての研究が進んでいるエチゼンクラゲなど，食品として活
用できる素材はほぼ無限にある。今後，レドックス研究の実用化に向けて幅広い
分野にチャレンジしたいと考えている。
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Ⅴ　米を用いたパン

1．はじめに
「21 世紀新農政 2008」では，「米を消費が減少している『ご飯』としてだけで

なく，『米粉』としてパン，麺類等に活用する取組を本格化する」ことが明記さ
れている。米利用の新たな可能性の追求により，我が国の貴重な食料生産装置で
あるとともに，国土保全，景観保持等の多面的な機能を有する水田の有効活用を
図り，同時に世界的な気候変動あるいは経済構造の変化による穀物の需給ひっ迫
と価格高騰に耐え得る国内における食料供給力の強化に取り組まれている。

米粉利用研究がターゲットとするところは，総熱量のおよそ 1 割を占めながら
国内供給量が低い小麦粉の加工品分野である。パンはその多くを占めることか
ら，パン用途としての米粉活用で自給率を向上し，米消費を拡大する取り組みが
全国的に本格化している。

2．米粉を製パン素材として用いる場合の課題点
1）タンパク質（グルテン）

米をパン材料として用いるときの最大の問題点は，米のタンパク質はグルテンを
形成しないということである。小麦にはグルテニンとグリアジンという 2 種のタン
パク質が多く含まれる 1）。グルテニンは弾力に富むが伸びにくい性質のタンパク質
であり，パン焼きにおいてパン生地に安定性を与える。パン生地をこね上げる間
に，タンパク質分子間でジスルフィド結合が 3 次元ネットワークを形成し，安定性
が増強される。グリアジンは逆に，弾力は弱いが粘着力が強くて伸びやすい性質
を持っている。水を加え生地を捏ねている間に，この異なる性質の蛋白質が結びつ
き，両方の性質（粘着性と弾性）を適度に兼ね備えたグルテンが生成され生地に粘
りがでる（図 1）2）。この粘りにより発酵時の気泡が捉えられパンの膨らみを維持す

図 1．グルテンのモデル図
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る。小麦が粉体として利用されていることで，グルテンが形成されやすくなってい
る点もおもしろい。一方，米には残念ながらこの特性がないため，単純に米粉をパ
ン材料に用いるとパンのふっくらとした膨らみを失う。膨らみはおいしさと直結し
ているので，品質が劣るパンと評価されてしまう。そこで，1）主原料を小麦粉ベー
スにし，グルテン要因の影響がカバーできる低い米粉添加比率（20％程度）にとど
めるか，あるいは 2）米粉ベースに新しくグルテンや増粘多糖類を添加し，生地に
粘りを付与させることにより，品質の維持 3）を図ることがなされている。

2）粉砕方法の違いが生み出す特性の多様さ
米も小麦も植物の種子で，でん粉質を取り出して利用している。小麦は肉厚の

外皮（ふすま；麦偏に皮）をできるだけ砕かないようにしながら，あたかも掻き
取るかのごとく胚乳部を外皮から分離させ，小麦粉を得る。その際には剪断力と
圧縮力により製粉するロール粉砕機が用いられる。一方，米は比較的軟らかい外
層の糠をこすり落とすことにより，中心部の精白米を得る。米粉利用の場合は，
この硬い粒状の精白米をさらに粉砕する必要があり，それには種々の異なる粉砕
原理を用いた製粉機が用いられている。小麦製粉で用いられるロール粉砕のほか
に，高速回転するピンやハンマー等と米が一定の粒度以下まで衝突を繰り返すこ
とによる衝撃式粉砕，あるいは高速で回転するブレードによって発生した気流中
で米粒どうしを衝突させることによる渦流式気流粉砕等の方法が用いられる。加
えて，原料米をそのまま粉砕機に投入する「乾式法」と，浸せきすることで予め
水を十分に含ませる「湿式法」が，多様な粉砕方法をさらに複雑にする。特に「湿
式法」は，浸せき時間，温度，単なる水ではなく酵素溶液を用いる等，多様な処
理条件が穀粉メーカーのノウハウとなっていることも，単純に「米粉」とひとく
くりにできない特性の多様さの原因である。

3）品質評価指標
千差万別の米粉であるがゆえに，様々な特性がパン用途としての指標として有

効かが評価されている。米粉の粒度 4），損傷澱粉率 5,�6），安息角 4,�6），濡れ特性 4），
デンプンのアミロース含量 7），タンパク質含量 7,�8）等である。これらの多くはパ
ン比容積に関連付けられて評価されているが，試験に用いる各米粉特性の分布範
囲が異なる，およびパン材料の配合および製法が統一されていないからか，相互
に矛盾する結論や考察に至っている例もある。例えば，粒度と損傷澱粉率との負
の相関が粒度の指標としての有効性をマスクしている，あるいは吸水量と正の相
関をもつことが損傷澱粉率の生地硬さへの影響で相乗的に評価されている可能性
もあることから，今後より精密な試験が期待される。

米粉パンの開発あるいは研究に携わっている各位の最終目標は，『「いい」米粉
で，「上手に」作って，「おいしい」パンにする』ことであると思う。ここに評価
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のポイントを置くにあたっての大きなヒントがある。つまり，1）米粒を粉砕し
て米粉を製造する「一次加工」，2）米粉から製パンを行う「二次加工」，3）焼成
されたパンについての「品質」の各特性評価をバランス良く行うことで最終目標
に到達することが出来るのではないだろうか。現在は 1）の米粉製造に関する開
発が中心であるが，徐々に開発あるいは研究勢力の中心がシフトしてきている。
ファリノグラフの最高粘度 8）や比容積の最大値 9）で加水量を選択するような二
次加工性に着目した試験に期待する。それらの知見の整理が 3）の品質研究につ
ながると思われるからである。

3．品種によるパン製造のちがい
米粉特性は粉砕方法によるところが大きいが，国内には近年の育種成果による

多様な米品種が開発されている。米粉利用促進のために解決すべき問題点のひと
つとして生産コストの高さが挙げられる。多収穫米はそれを解決するための有効
な手段であると考えられており，整粒割合が低いことがかえって製粉に有利であ
るような場合もある。粉質米も製粉性の良さから簡易な粉砕機での良質の米粉
製造が期待できる 10,�11）。多収穫米についてもアミロース含量はパン品質の重要な
指標で，低いとケービングが発生し，高いとパンが硬くなるので 15-20% のアミ
ロース含量が米粉パンに適している 12,�13）。またアミロペクチンの構造に起因する
糊化温度が 70 度を超えるとパンの老化が顕著になる（図 2）。例えば，「タカナリ」
が適性品種のひとつとして挙げられる。

図 2．多収穫米の米粉パン
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4．地域活性化のための米利用パン
1）玄米粉パン 14,�15）

玄米を長時間吸水させた後に粉砕することで，パン用途に向いている米粉が調
整できる（図 3）。この技術を用いることにより，未利用であった糠層を利用す
ることによる収量増加だけでなく，栄養機能性が付与されることで他者との差別
化が可能である。しかし，貯蔵安定性や通常米粉製造ラインとの切り替えが今後
の検討課題であろう。アントシアニン等の色素成分は機能成分と同様，外層に多
く存在するため，当面はこれらを利用した特色のあるパンで地域活性化が期待さ
れる。

2）ごはんパン
粉としての利用ではないが，炊飯米は製パン材料として非常に好適である。グ

ルテン添加なしで比容積が維持され，食味もよいことが示された 16）。パン素材
として米に期待される「もちもち」「しっとり」といった特性が出やすいという
特徴をもつ（図 4）。また，粘る米飯がパンをよく膨らませる 17）。これらの研究
結果を反映した「ごはんパンコース」搭載のホームベーカリーがパナソニック（株）

図 3．吸水時間と玄米粉パン適性

図 4．ごはんパンの特徴
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より 2011 年秋に発売された（図 5）。家庭には，炊いたごはんは常にあることか
ら普及しやすいと思われる。

ごはんパンについてはリテールベーカリーからも注目されており，筆者も新潟
県佐渡市の（有）中川製パン所（図 6）や，長野県佐久市と信州大学のコンソーシ
アムに技術指導に赴いた。その他にも，岩手県一戸町の一野辺製パン（株）もごは
んパンシリーズを販売するなど地域に根差している。大手製パンでは敷島製パン

（株）が月 100 本限定で通信販売している米粉入り食パンにもごはんが入ってお
り，お米独特の甘みと粘りが感じられる食パンになっている。

炊飯米の好製パン性は可能性が色々あると思う。今後やっていきたいこととし
ては，国産率あるいは地産率を上げていくような方向性を出すことである。国産
小麦粉の製パン性が劣る部分を補助したり，グルテン入り米粉パンのグルテン使

図 5．「ごはんパン」コース搭載ホームベーカリー

図 6．小規模ベーカリーによるごはんパン製造
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用割合を減らしたり，地域特有の食材を副資材として用いた特色のあるパンの開
発であったりする。

また，ごはんパンの特徴の甘みやしっとり感により砂糖あるいは油脂量を減ら
すことも可能であり，カロリー計算の面から，学校給食あるいは病院給食の献立
の幅が広がるかもしれない。

5．大規模製造
平成 21 年度から 2 年間行われた農林水産省プロジェクト研究「米粉利用を加

速化する基盤技術の開発」において米粉の品質管理に利用できる品質評価指標や
広域流通に適した米粉パン製造技術開発が行われた。このプロジェクト研究の大
規模製パン技術の開発課題を山崎製パン（株）に参画・担当してもらった。

大規模製パンラインで米粉パンを製造する場合，前述した米粉が持つ課題のほ
かに，1）機械耐性，2）生地の安定性について考慮する必要がある。捏ねあがっ
た生地は，デバイダーによる分割，ラウンダーによる丸めを経た後，延伸機で薄
く延ばされ，カール状に成形したものを折りたたみ，発酵および焼成へと進む。
高度に機械化された工程の連続で生地への負担は非常に大きい。小規模生産でも
同様の機器を用いることはあるが，処々に手作業が入り，生産技術者のテクニッ
クで生地への負担を軽減することは可能である。米粉を使用した生地は小麦粉単
独の生地に比べ，弾力がなく弱々しくなる。ファリノグラフでもチャートに描か
れる線の幅が小麦粉はしっかり太いのに対して，2 タイプの米粉パン材料ではい
ずれも細い線幅にしかなっていない（図 7）。ライン試験でも生地が機械にべっ
たりと貼りつき緊急停止に追い込まれるような場合があった。

機械製パンの負担に耐えるために，米粉生地に不足グルテンを補ったところ，
違う問題が生じた。生地の安定性についてである。生地を捏ねる段階はバッチ
で行うが，デバイダーでの分割以降，袋詰めまで連続流れ作業になる。つまり，
デバイダーで分割された最初の生地と最後まで残る生地にはタイムラグが生じ，
それが 20 分にもなることがある。その間，生地の性質は不変ではなく，時間と

図 7．各種製パン材料のファリノグラフ
左から小麦粉，米粉入り小麦粉，米粉グルテンミックス粉
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ともに伸展度の減少と抗張力の増大の傾向を示す 18）。現場では「生地が締まる」
という表現であったが，グルテン追補により「締まる」程度がより強くなった。

フロアタイム延長による生地物性の変化の抑制 19）を期待して，グルテン構成
タンパク質のうち粘性を示すグリアジン画分（アサマ化成（株））を用いたところ，
非常に有効であり，米粉 50％入りパンを大規模製パンラインで製造することが
可能になった（図 8）。

6．業界に向けた情報発信
1）農業界に向けての情報発信

米には様々な特性を持った品種がある。また，同時に品種特性を評価する指標
も多い。例えば，デンプン中のアミロース含量や，タンパク質含量といった成分
割合であったり，炊飯米の硬さや粘りといった物理特性が評価指標として用い
られている。「ごはんパン」の膨らみに対して米品種がどのような挙動を示すか
は，品種特性指標で説明できる（図 9）。成分指標ではアミロース含量が負の相
関，炊飯米物性では粘りが正の相関をそれぞれ高い相関係数とともに示した 17）。
つまり，柔らかく粘る米飯になる低アミロース品種ほどパンを膨らませることが
できる。ごはんの粘りが漏出ガス量を抑えることでパンの膨らみにつながってい
ると推察される（図 10）。同じ品種でも炊飯方法やその加減によって，炊飯米の
特性は変わる。その影響も含め，ごはんの特性とパンの品質の関係をより詳細に
明らかにし，適正な製造法を示していく必要がある。

2）パン業界に向けての情報発信
パン生地を機械で作成するとき，まず油脂以外の材料を入れ，低速および高速

ミキシング操作を行う。油脂を投入後，低速，中速および高速ミキシングを行

図 8．大規模製パンラインで製造された米粉パン
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い，生地形成を完成させる。油脂前の低速ミキシングでは水を含めた材料の混和
が重要であり，筆者は飯粒がよくすり混ざっていることが重要であると提唱して
いる。ごはんの割合が多くなるほど生地にまとまるまでの時間（青い部分）が長
いが，すり混ざるまでの時間（赤い部分）は短くなり，小麦粉（0％）の場合に
比べて，少し長い低速ミキシングを行う。その後の中速ミキシングは小麦粉に比
べかなり短くてよい。油脂と生地をなじませる油脂後低速ミキシング工程では，
小麦粉生地では油脂と均一になり，さらになじませる余裕（赤い部分）があるが，
ごはんの割合が多くなると徐々にその余裕はなくなる。油脂後中速・高速では生

図 9．米品種別のパンの膨らみ

図 10．発酵中パン生地からの漏出ガス量
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地を鍛えることは考える必要がなく，ごはん割合が多くなると高速ミキシングは
行わなくてもよくなる（図 11）。

各種パン（図 12）に関しては，新潟県佐渡市の（有）中川製パンは地元のスー
パー等に各種パンを卸している。「ごはんパン」は地元高校で販売されていると
のことである。また，長野県佐久市は特産品開発を信州大学と行っているが，筆
者はこの一部を手伝わせていただいた。地元パン業者の数社に技術指導を行っ

図 11．パン製造条件の提案

図 12．各種ごはんパン例
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た。この他にも，岩手一戸町の一野辺製パン株式会社も独自に「ごはんパン」を
販売されているが，筆者も何度か意見交換を行った。

3）食品関連業界に向けての情報発信
産業用あるいは家庭用において食品関連の機器が増えている。機器メーカーが

デバイス開発するにあたり，食品素材としての特性挙動は非常に重要である。近
年，家庭で簡単にパンを作るためにホームベーカリーが注目されている。前述の
ようにパナソニック株式会社は業界に先駆け「ごはんパンコース」搭載の機器を
発売したが，研究成果が参考にされた。

7．おわりに
米粉パンはパンそのものの課題がまだ残っている段階である。その点で 2．3）

で述べたようなバランスのとれた研究開発が必要である。同時に，米粉パンとし
ての独自の価値を確立するために，米粉パン特有の品質評価を行い，そのような
特徴が際立つような加工法，米粉の選択が求められている。走ればたまに転ぶ幼
児に，アスリートとしての走りも同時に教えるようなものであるので，例えば，
製パン改良材の観点からみた加工法の提案なども必要かもしれない。

2011 年 6 月筆者は台湾において 1 週間の講演旅行を行った。中華民国建国 100
周年事業で台湾政府から招聘されたのだが，食生活の変化により国内生産可能な
米の需要が減っており国土保全や自給率の向上を目指すために米粉として利用を
考える，とどこかで聞いたような冒頭のあいさつを台湾政府関係者が行ってい
た。その前年，韓国での国際シンポジウムに招かれた時も，韓国政府関係者は全
く同じ話を展開していた。日本農業が米粉利用で光明を見出すだけでなく，それ
が隣国まで照らすことになれば幸いである。

（食品素材科学研究領域　穀類利用ユニット　奥西　智哉）
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